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調査実施概要1

１．調査対象企業

海外ビジネスに関心が高い日本企業（本社） ： 13,456社

（内訳）ジェトロ会員企業（ジェトロ・メンバーズ） ： 3,227社

ジェトロのサービスの利用企業 ： 10,229社

※本調査はジェトロ・メンバーズを対象に2002年度に開始、今回で20回目。

2011年度より、調査対象企業を拡充。2020年度より、回答方式をオンライン

のみに変更。

２．調査項目

I. 貴社の概要

II. 貿易への取り組み

III. 電子商取引（EC）への取り組み

IV. 海外進出への取り組み

V. 海外ビジネスの見直し

VI. デジタル技術の活用・DXの取り組み

VII. 人権、環境等への取り組み

３．調査方法

案内メールを配信し、ウェブサイト上で本調査への回答協力を依頼。

４．調査期間

2021年11月4日～2021年12月7日

５．回収状況

有効回収数：1,745社（うちジェトロ・メンバーズ：595社）

有効回答率： 13.0％

回答企業の概要（全体、業種別、企業規模別）
全体・業種・規模 企業数 構成比(％)

全体 1,745 100.0
製造業 1,098 62.9
飲食料品 293 16.8
繊維・織物／アパレル 56 3.2
木材・木製品／家具・建材／紙ﾊﾟﾙﾌﾟ 21 1.2
化学 51 2.9
医療品・化粧品 50 2.9
石油・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ・ゴム製品 57 3.3
窯業・土石 14 0.8
鉄鋼／非鉄金属／金属製品 130 7.4
一般機械 86 4.9
電気機械 53 3.0
情報通信機械／電子部品・デバイス 37 2.1
自動車・同部品／その他輸送機器 54 3.1
精密機器 54 3.1
その他の製造業 142 8.1
非製造業 647 37.1
商社・卸売 289 16.6
小売 51 2.9
建設 54 3.1
運輸 36 2.1
金融・保険 29 1.7
通信・情報・ソフトウェア 54 3.1
専門サービス 32 1.8
その他の非製造業 102 5.8
大企業 297 17.0
大企業（中堅企業を除く） 74 4.2
中堅企業 223 12.8
中小企業 1,448 83.0
中小企業（小規模企業者を除く） 606 34.7
小規模企業者 842 48.3

調査概要
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注釈2

分類 製造業・その他 卸売業 小売業 サービス業

大企業 中小企業以外の企業 中小企業以外の企業 中小企業以外の企業 中小企業以外の企業

大企業
（中堅企業を除く）

中堅企業以外の大企業 中堅企業以外の大企業 中堅企業以外の大企業 中堅企業以外の大企業

中堅企業
3億円超、10億円未満
又は300人超、3000人以下

1億円超、3億円以下
又は100人超、1000人以下

5千万円超、3億円以下
又は50人超、1000人以下

5千万円超、3億円以下
又は100人超、1000人以下

中小企業 3億円以下又は300人以下 1億円以下又は100人以下 5千万円以下又は50人以下 5千万円以下又は100人以下

中小企業
（小規模企業者を除く）

小規模企業者以外の
中小企業

小規模企業者以外の
中小企業

小規模企業者以外の
中小企業

小規模企業者以外の
中小企業

小規模企業者 5千万円以下又は20人以下 1千万円以下又は5人以下 1千万円以下又は5人以下 1千万円以下又は5人以下

（注）※大項目の「大企業」と「中小企業」の定義は中小企業基本法に基づく。その他はジェトロによる定義。

調査概要

1. 本報告書における図表等の比率については四捨五入して表記したため、必ず
しも合計が 100％にならない。

2. 「先進国」、「新興国」に含まれる国・地域は以下の通り。
⚫ 先進国：香港、マカオ、台湾、韓国、シンガポール、オーストラリア、ニュージーランド、

米国、カナダ、西欧、中・東欧、イスラエル、日本。
⚫新興国：それ以外の国・地域

3. 各地域に含まれる都道府県は以下の通り。
「北海道」：北海道
「東北」：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
「関東・甲信越」：茨城県、栃木県、群馬県、東京都、埼玉県、千葉県、

神奈川県、長野県、静岡県、山梨県、新潟県
「中部」：愛知県、岐阜県、三重県
「北陸」：富山県、石川県、福井県
「関西」：滋賀県、京都府、奈良県、大阪府、和歌山県、兵庫県
「中国」：岡山県、鳥取県、広島県、島根県、山口県
「四国」：香川県、愛媛県、徳島県、高知県
「九州・沖縄」：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、

鹿児島県、沖縄県
４．大企業・中小企業などの定義は以下の通り。

全体・分類・所在地 企業数 構成比(％)
全体 1,745 100.0

輸出企業 1,401 80.3
輸入企業 890 51.0
海外進出企業 738 42.3
国内企業 98 5.6
北海道 37 2.1
東北 89 5.1

関東・甲信越 814 46.6
中部 157 9.0
北陸 48 2.8

関西 330 18.9

中国 83 4.8
四国 62 3.6
九州・沖縄 125 7.2

回答企業の概要（海外ビジネスの状況別、所在地別）

（注）「国内企業」は海外ビジネスを行っていない企業。
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報告書内で使用する業種名の対照表3

正式名称 略称

飲食料品 飲食料品

繊維・織物
繊維・織物/アパレル

アパレル

木材・木製品
( 家具を除く) 

木材・木製品/家具・建材/
紙・パルプ家具・建材

紙・パルプ

化学 化学

医療品・化粧品 医療品・化粧品

石油・石炭製品

石油・プラスチック・ゴム製品プラスチック製品

ゴム製品

窯業・土石 窯業・土石

鉄鋼

鉄鋼/非鉄金属/金属製品
非鉄金属

金属製品

一般機械 一般機械

電気機械 電気機械

情報通信機械器具 情報通信機械/電子部品・
デバイス電子部品・デバイス

正式名称 略称

自動車

自動車・同部品/その他
輸送機器

自動車部品

その他輸送機器

精密機器
（医療機器を含む）

精密機器

その他製造業 その他製造業

正式名称 略称

商社・卸売 商社・卸売

小売 小売

建設 建設

運輸 運輸

金融・保険 金融・保険

通信
通信・情報・ソフトウェア

情報・ソフトウェア

専門サービス
（コンサルティング・法
務等）

専門サービス

鉱業

その他の非製造業

電気・ガス・水道

農業・林業・水産業

印刷・同関連

不動産

飲食店・宿泊施設

医療・福祉

その他サービス
（旅行、娯楽等）

その他非製造業

【製造業】 【非製造業】

調査概要
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調査結果のポイント

◼ 2021年、海外市場での売り上げが2019年比で「増加」する企業は約4割。国内市場と比較すれば、
明るい兆しも、過去最大の危機からの回復は未だ道半ば。

◼ 国内市場の停滞を理由に、輸出意欲は急速に回復。輸出方針で「さらに拡大を図る」と回答した企業
の割合は過去最大。最も重要な輸出市場として、米国および中国をあげる企業の割合が高まる。

◼ 海外での事業拡大意欲は上向くも、コロナ禍前の水準には戻らず。事業展開先では米国が初の首位。

◼ サプライチェーンの見直し方針は、販売網の見直し、価格引き上げを実施する企業の割合が大幅に増
加。調達先の変更、複数調達化も進展。見直しの最大の理由は国際輸送の混乱とコスト上昇。

◼ コロナ禍における海外市場開拓手段としてのEC活用が進展。海外向けの販売でECを活用、もしくは、
活用を検討する企業の割合は、国内向けの販売での同割合を上回った。

◼ 人権尊重の方針を、策定予定・検討中とする企業は4割近く、業種により「1年以内に策定」との回答も
目立つ。国内・外顧客からの要請が、バリューチェーン全体の取り組みを促している実態が明らかに。

◼ 脱炭素化への取り組みは、国内向けが先行し、海外向けは大きく遅れる。海外拠点を有する企業のうち、
海外で脱炭素化に取り組む企業の割合は、大企業で約4割、中小企業では15％にとどまる。

海外ビジネスに対する意欲の変化

気候変動や人権など共通価値への対応

1

3

バリューチェーン再構築の取り組み2
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Ⅰ. 回答企業の概要
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現在の貿易の状況①1
貿易の有無（全体、業種別、企業規模別）（%）

（注）①ｎは本調査の回答企業総数。②他社を通じた間接輸出入を含む。③「輸出のみ行っている」企業は、輸出を行っている企業から、輸入
を行っている企業を除いた数。④「現在輸出は行っていない」企業は、回答企業総数から、輸出を行っている企業を除いた数。⑤「輸入
のみ行っている」企業は、輸入を行っている企業から、輸出を行っている企業を除いた数。

全体・業種・規模 現在輸出を
行っている

現在輸出は
行っていない

現在輸入を
行っている

輸出のみ
行っている

輸入のみ
行っている

全体(n=1,745) 80.3 34.5 19.7 51.0 5.2
製造業(n=1,098) 90.2 37.6 9.8 56.2 3.6
飲食料品(n=293) 95.2 65.5 4.8 31.1 1.4
繊維・織物／アパレル(n=56) 85.7 35.7 14.3 57.1 7.1
木材・木製品／家具・建材／紙ﾊﾟﾙﾌﾟ(n=21) 85.7 23.8 14.3 66.7 4.8
化学(n=51) 98.0 35.3 2.0 64.7 2.0
医療品・化粧品(n=50) 92.0 36.0 8.0 60.0 4.0
石油・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ・ゴム製品(n=57) 84.2 15.8 15.8 77.2 8.8
窯業・土石(n=14) 92.9 28.6 7.1 71.4 7.1
鉄鋼／非鉄金属／金属製品(n=130) 83.8 24.6 16.2 63.8 4.6
一般機械(n=86) 94.2 23.3 5.8 72.1 1.2
電気機械(n=53) 86.8 37.7 13.2 54.7 5.7
情報通信機械／電子部品・デバイス(n=37) 86.5 18.9 13.5 70.3 2.7
自動車・同部品／その他輸送機器(n=54) 79.6 16.7 20.4 74.1 11.1
精密機器(n=54) 96.3 29.6 3.7 66.7 -
その他の製造業(n=142) 88.0 30.3 12.0 61.3 3.5
非製造業(n=647) 63.5 29.2 36.5 42.2 7.9
商社・卸売(n=289) 86.2 31.5 13.8 64.0 9.3
小売(n=51) 82.4 60.8 17.6 29.4 7.8
建設(n=54) 40.7 16.7 59.3 31.5 7.4
運輸(n=36) 36.1 11.1 63.9 25.0 -
金融・保険(n=29) - - - 3.4 3.4
通信・情報・ソフトウェア(n=54) 51.9 33.3 48.1 25.9 7.4
専門サービス(n=32) 28.1 12.5 71.9 21.9 6.3
その他の非製造業(n=102) 47.1 31.4 52.9 24.5 8.8
大企業(n=297) 65.7 15.8 34.3 53.9 4.0
中小企業(n=1,448) 83.3 38.3 16.7 50.4 5.5

Ⅰ．回答企業の概要
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現在の貿易の状況②2
輸出企業の主な輸出先

（注）集計対象は現在輸出をしている企業（1,401社）。

輸入企業の主な輸入元

（注）集計対象は現在輸入をしている企業（890社）。
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Ⅰ．回答企業の概要
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現在の海外進出状況3
海外拠点の有無（全体、業種別、企業規模別）

（注）①nは本調査の回答企業総数。②代理店は海外拠点に含まない。

海外拠点の所在国・地域

（％）
全体・業種・規模 あり なし

全体(n=1,745) 42.3 57.7
製造業(n=1,098) 42.5 57.5
飲食料品(n=293) 18.1 81.9
繊維・織物／アパレル(n=56) 28.6 71.4
木材・木製品／家具・建材／紙ﾊﾟﾙﾌﾟ(n=21) 47.6 52.4
化学(n=51) 62.7 37.3
医療品・化粧品(n=50) 52.0 48.0
石油・プラスチック・ゴム製品(n=57) 57.9 42.1
窯業・土石(n=14) 35.7 64.3
鉄鋼／非鉄金属／金属製品(n=130) 56.2 43.8
一般機械(n=86) 62.8 37.2
電気機械(n=53) 45.3 54.7
情報通信機械／電子部品・デバイス(n=37) 45.9 54.1
自動車・同部品／その他輸送機器(n=54) 83.3 16.7
精密機器(n=54) 48.1 51.9
その他の製造業(n=142) 37.3 62.7
非製造業(n=647) 41.9 58.1
商社・卸売(n=289) 37.4 62.6
小売(n=51) 23.5 76.5
建設(n=54) 61.1 38.9
運輸(n=36) 72.2 27.8
金融・保険(n=29) 55.2 44.8
通信・情報・ソフトウェア(n=54) 42.6 57.4
専門サービス(n=32) 37.5 62.5
その他の非製造業(n=102) 40.2 59.8
大企業(n=297) 80.1 19.9
大企業（中堅企業を除く）(n=74) 90.5 9.5
中堅企業(n=223) 76.7 23.3
中小企業(n=1,448) 34.5 65.5
中小企業（小規模企業者を除く）(n=606) 48.2 51.8
小規模企業者(n=842) 24.7 75.3 （注）集計対象は現在海外拠点がある企業（738社）。

Ⅰ．回答企業の概要
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海外ビジネスを開始してから現在に至るまでの期間4

（注）nは各選択肢の回答企業総数。
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他社を通じた間接輸出(n=1,038)

輸入(n=890)

海外拠点がある(n=738)

その他(n=62)
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（％）

Ⅰ．回答企業の概要
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売上高の国内外比率①5
2020年度の国内・海外売上高比率（平均値、全体、業種別、企業規模別）

（注）①nは輸出又は海外進出を行っている企業のうち、2020年度の国内外売上比率に回答した企業数。②nが10未満は斜線。③輸出に基づく売り上げは、
原則、海外売上高に区分。③太字は海外売上高比率が25%以上の項目。

（％）

全体・業種・規模 国内 海外 アジア・
大洋州

北米・
中南米

欧州・
ロシア

中東・
アフリカ中国 米国

全体(n=1,417) 81.1 18.9 11.5 4.4 4.2 3.0 2.4 0.7
製造業(n=948) 81.3 18.7 10.9 4.3 4.5 3.3 2.7 0.5
飲食料品(n=264) 91.1 8.9 4.1 1.1 3.1 2.4 1.4 0.3
繊維・織物／アパレル(n=44) 85.9 14.1 5.9 2.8 3.3 2.3 4.8 0.0
木材・木製品／家具・建材／紙パルプ(n=18) 85.6 14.4 9.1 4.8 3.5 2.9 1.5 0.4
化学(n=45) 71.6 28.5 20.3 7.2 5.0 3.5 2.7 0.5
医療品・化粧品(n=44) 84.5 15.5 9.1 3.3 3.3 1.9 2.7 0.3
石油・プラスチック・ゴム製品(n=50) 81.2 18.8 11.7 4.7 4.0 3.1 2.8 0.3
窯業・土石(n=13) 80.2 19.8 12.2 5.1 4.8 3.2 1.5 1.4
鉄鋼／非鉄金属／金属製品(n=106) 75.7 24.3 16.0 7.5 6.0 4.3 2.0 0.3
一般機械(n=79) 76.6 23.4 14.2 4.9 4.5 2.8 3.6 1.1
電気機械(n=44) 79.9 20.1 13.0 7.6 4.0 1.9 2.2 0.9
情報通信機械／電子部品・デバイス(n=32) 69.0 31.0 18.4 9.5 8.9 6.9 2.7 1.0
自動車・同部品／その他輸送機器(n=45) 67.0 33.0 16.8 7.5 10.3 7.1 4.3 1.6
精密機器(n=46) 74.0 26.0 12.8 6.9 6.6 5.5 5.6 1.0
その他の製造業(n=118) 80.0 20.0 12.5 2.6 3.6 2.8 3.6 0.3

非製造業(n=469) 80.8 19.2 12.6 4.6 3.6 2.4 1.8 1.2
商社・卸売(n=242) 75.4 24.6 17.3 6.3 3.9 2.4 2.1 1.2
小売(n=40) 82.4 17.6 9.5 5.6 3.2 2.9 2.9 2.0
建設(n=38) 92.3 7.7 5.2 0.5 0.2 0.1 0.1 2.1
運輸(n=23) 80.5 19.5 11.0 3.6 4.3 1.9 2.0 2.3
金融・保険(n=8)
通信・情報・ソフトウェア(n=37) 88.9 11.1 7.2 2.8 2.4 1.9 1.5 0.0
専門サービス(n=18) 82.2 17.8 5.1 1.6 9.9 6.8 2.4 0.4
その他の非製造業(n=63) 87.1 12.9 8.1 2.6 3.6 2.9 0.6 0.6

大企業(n=219) 76.0 24.0 12.5 4.7 6.3 4.1 3.9 1.3
中小企業(n=1,198) 82.1 17.9 11.3 4.3 3.9 2.8 2.1 0.6

Ⅰ．回答企業の概要
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売上高の国内外比率②6

（％）

全体・業種・規模 国内 海外 アジア・
大洋州

北米・
中南米

欧州・
ロシア

中東・
アフリカ中国 米国

全体(n=1,251) 72.7 27.3 16.1 5.3 6.1 4.0 4.1 1.1
製造業(n=840) 73.1 26.9 15.2 5.3 6.6 4.4 4.3 0.9
飲食料品(n=234) 81.8 18.2 8.7 2.1 5.9 4.2 3.0 0.7
繊維・織物／アパレル(n=39) 72.7 27.3 12.1 5.3 5.6 3.8 9.5 0.1
木材・木製品／家具・建材／紙パルプ(n=14) 78.1 21.9 13.1 6.6 5.7 3.4 2.9 0.2
化学(n=41) 61.4 38.6 26.5 9.8 7.9 5.2 3.4 0.8
医療品・化粧品(n=36) 75.6 24.4 16.2 5.9 3.9 2.8 3.3 1.0
石油・プラスチック・ゴム製品(n=44) 76.1 23.9 14.6 4.8 5.3 3.5 3.4 0.6
窯業・土石(n=12) 67.5 32.5 15.3 7.3 9.8 6.6 5.3 2.1
鉄鋼／非鉄金属／金属製品(n=96) 70.4 29.6 17.8 6.6 7.1 4.1 4.0 0.6
一般機械(n=72) 68.0 32.0 18.3 6.3 6.8 4.0 5.3 1.7
電気機械(n=38) 72.7 27.3 16.7 9.5 6.1 4.2 3.4 1.2
情報通信機械／電子部品・デバイス(n=28) 64.9 35.1 21.9 8.6 7.6 4.5 4.4 1.2
自動車・同部品／その他輸送機器(n=36) 61.2 38.8 20.2 8.6 12.4 9.4 4.7 1.6
精密機器(n=41) 68.5 31.5 15.0 6.1 7.7 5.2 7.1 1.7
その他の製造業(n=109) 70.5 29.5 18.2 4.5 6.0 3.9 4.8 0.5

非製造業(n=411) 71.7 28.3 17.9 5.4 5.1 3.2 3.7 1.6
商社・卸売(n=211) 67.5 32.5 20.9 6.4 5.3 3.3 5.2 1.1
小売(n=36) 68.7 31.3 18.9 9.6 7.7 5.4 2.0 2.8
建設(n=36) 87.5 12.5 9.4 1.4 0.4 0.1 0.6 2.2
運輸(n=21) 74.3 25.7 16.0 4.1 4.8 1.6 1.3 3.5
金融・保険(n=6)
通信・情報・ソフトウェア(n=32) 73.7 26.3 17.1 5.0 4.3 2.7 2.7 2.3
専門サービス(n=15) 68.0 32.0 10.9 2.8 13.2 7.7 5.3 2.7
その他の非製造業(n=54) 76.2 23.8 15.9 3.6 4.8 3.7 2.2 1.0

大企業(n=181) 72.1 27.9 14.8 5.0 7.2 4.1 4.4 1.5
中小企業(n=1,070) 72.8 27.2 16.3 5.4 5.9 4.0 4.0 1.0

今後の国内・海外売上高比率（平均値、全体、業種別、企業規模別）

（注）①nは輸出又は海外進出を行っている企業のうち、今後の国内外売上比率に回答した企業数。②nが10未満は斜線。③輸出に基づく売り上げは、原則、
海外売上高に区分。③太字は海外売上高比率が25%以上の項目。

Ⅰ．回答企業の概要
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海外売上で増加と回答する割合、国内を上回る

2021年度国内・海外別売上高増減（対2020年度） 2021年度国内・海外別売上高増減（対2019年度）

◼ 2021年度の海外売上高は、 前年比で「増加」すると回答した割合は約5割。しかし、2019年との比較では約4割

と、多くの企業の海外売上高は、新型コロナウイルス感染症拡大前の水準を超えず。

◼ 海外売上高が「増加」すると回答した割合は、国内売上高が「増加」すると回答した割合を上回る。経済の回復が

比較的早かった中国や米国などの需要取り込みが寄与したとみられる。

（注）国内のnは本調査の全回答企業数から無回答を除いた企業数。海外のnは輸出又は海外進出を行っている企業数から無回答を除いた企業数。

30.1 

39.8 

27.9 

31.5 

41.9 

28.8 

0 50 100

国内
(n=1,643)

海外
(n=1,456)

増加 変化なし 減少

（％）

42.3 

47.7 

29.1 

32.2 

28.6 

20.1 

0 50 100

国内
(n=1,632)

海外
(n=1,450)

増加 変化なし 減少

（％）
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48.4

13.7

56.5

88.9

71.7

92.9

0 20 40 60 80 100

全体(n=395/482)

大企業(n=75/89)

中小企業(n=320/393)

（％）

海外売上高の増加率、飲食料品などで国内を上回る

2021年度売上高増加幅（対2019年度、平均）（全体、企業規模別、業種別）

◼ 2019年度比の2021年度の売上高増加幅（単純平均）は、国内よりも海外の方が大きい。

◼ 製造業、非製造業ともに、海外売上は90％程度の伸び。特に、「飲食料品」は2.6倍に達した。海外での日本

産食品人気などを背景に、コロナ禍でも売り上げが伸長したとみられる。

（注）①n（国内売上高／海外売上高）は、2021年度の国内（海外）売
上高（2019年度比）で増加と回答した企業数から無回答を除いた
企業数。うち、海外売上高は、輸出又は海外進出を行っている企
業数。 ②nが国内・海外売上高いずれも10以上の業種のみ掲載。

34.5

59.4

34.6

85.4

73.3

65.1

■非製造業(n=144/135)

その他の非製造業(n=26/12)

商社・卸売(n=61/88)

56.3 

30.0 

22.6 

163.3 

26.7 

295.5 

28.5 

35.0 

28.5 

109.9 

19.4 

90.3 

161.9 

125.7 

68.1 

60.4 

55.7 

46.5 

44.7 

41.3 

23.4 

19.9 

0 100 200 300

■製造業(n=251/347)

飲食料品(n=51/112)

自動車・同部品／その他輸送
機器(n=15/13)

情報通信機械／電子部品・
デバイス(n=14/17)

一般機械(n=20/28)

医療品・化粧品(n=15/14)

その他の製造業(n=36/42)

鉄鋼／非鉄金属／金属製品
(n=31/33)

精密機器(n=15/20)

化学(n=13/16)

石油・プラスチック・ゴム製品
(n=13/16)

国内

海外

（％）
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Ⅱ. 貿易への取り組み

～輸出拡大意欲の低下傾向が下げ止まり、2015年来の高水準に～
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75.2

66.0

71.1

70.5

67.8

70.1

74.2

66.2

67.4

62.0

55.3

7.6

10.8

9.3

10.6

11.6

11.8

10.7

12.4

10.4

14.2

10.7

21年度
(n=1,567)

20年度
(n=2,372)

19年度
(n=2,943)

18年度
(n=2,808)

17年度
(n=2,690)

16年度
(n=2,603)

15年度
(n=2,462)

14年度
(n=2,444)

13年度
(n=2,962)

12年度
(n=1,686)

2011年度
(n=2,515)

さらに拡大を図る 今後、新たに取り組みたい

現状を維持する 縮小、撤退を検討する

今後とも行う予定はない

（％）

82.8

84.9

輸出方針、「さらに拡大を図る」企業の割合が過去最大

（注）nは「輸出を行う業種ではない」（2012年度に新設）、「無回答」を除いた企業数。

◼ 今後3年程度の輸出方針については、「輸出の拡大を図る」企業が82.8％で、2015年度（84.9％）来の高

水準。なかでも、「さらに拡大を図る」（75.2％）との回答した企業の割合が過去最大に。

◼ 規模別にみると、中小企業の「輸出の拡大を図る」割合が、前回調査から約6％ポイント増加し、8割を超えた。

「さらに拡大を図る」割合が10％ポイント近く増加し、75％を超えた。

今後の輸出方針（全体、時系列）

輸出の

拡大を
図る

今後の輸出方針（大企業、時系列）

今後の輸出方針（中小企業、時系列）

72.0 

66.7 

77.7 

81.8 

6.1 

4.4 

3.9 

3.8 

21年度
(n=214)

20年度
(n=273)

19年度
(n=412)

2015年度
(n=444)

（％）

（中略）

75.7 

65.9 

70.0 

72.5 

7.8 

11.6 

10.2 

12.2 

21年度
(n=1,353)

20年度
(n=2,099)

19年度
(n=2,531)

2015年度
(n=2,018)

（中略）

1
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輸出拡大企業の割合、飲食料品などで高水準続く2

今後の輸出方針、前回調査からの変化（全体、主要業種別）

◼ 飲食料品（93.2％）や医療品・化粧品（91.8％）などで輸出拡大を図る企業の割合は引き続き高い。

◼ 製造業では、「石油・プラスチック・ゴム製品」が前回調査から輸出拡大を図る企業の割合が大きく拡大した。

（注）① n（2020年度／2021年度）は「輸出を行う業種ではない」、「無回答」を除いた企業数。
②製造業は2021年度の輸出拡大上位5業種、もしくは20年度からの増加幅上位5業種。非製造業は回答社数が10社以上の業種のみ掲載。

（％）

業種
輸出拡大を図る 現在、輸出を行っており、

今後、さらに拡大を図る
現在、輸出は行っていないが、今

後、新たに取り組みたい

FY20→
FY21

FY20→
FY21

FY20→
FY21

■製造業(n=1,386/1,067) 83.3 4.4 78.1 6.1 5.2 △ 1.7
飲食料品(n=374/292) 93.2 5.7 89.0 7.5 4.1 △ 1.8
医療品・化粧品(n=47/49) 91.8 2.5 83.7 0.7 8.2 1.8
石油・プラスチック・ゴム製品(n=52/55) 83.6 14.4 78.2 10.9 5.5 3.5
窯業・土石(n=19/14) 85.7 1.5 85.7 6.8 - 全減
電気機械(n=71/51) 74.5 8.3 66.7 6.1 7.8 2.2
自動車・同部品／その他輸送機器(n=66/53) 58.5 7.0 50.9 8.5 7.5 △ 1.5
精密機器(n=65/54) 83.3 6.4 79.6 10.4 3.7 △ 4.0
その他の製造業(n=228/133) 87.2 8.7 81.2 12.3 6.0 △ 3.6

■非製造業(n=986/500) 81.6 8.0 69.0 11.5 12.6 △ 3.5
商社・卸売(n=556/284) 83.1 5.6 75.7 7.7 7.4 △ 2.1
小売(n=109/49) 77.6 5.1 69.4 17.1 8.2 △ 12.0
建設(n=43/33) 75.8 10.6 45.5 12.9 30.3 △ 2.3
運輸(n=24/19) 78.9 20.6 57.9 16.2 21.1 4.4
通信・情報・ソフトウェア(n=83/39) 87.2 18.5 64.1 25.5 23.1 △ 7.0
専門サービス(n=33/15) 80.0 19.4 46.7 10.3 33.3 9.1
その他の非製造業(n=137/60) 80.0 9.2 63.3 16.6 16.7 △ 7.4

Ⅱ．貿易への取り組み
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輸出拡大企業の拡大に舵を切る企業も3

輸出拡大を図る主な理由（自由記述）

◼ 今後の輸出事業方針の回答変化をみると、「さらに拡大」と回答していた企業が、輸出の拡大を図ると回答する

ケースが最も多い。「現状維持」などから輸出拡大へと舵を切る企業も少なくない。

◼ 現状維持から輸出拡大へと舵を切った企業からは、展示会参加を契機に販売拡大の意向を示す声も。なお、前

年度不参加企業からは円安の進展を理由に輸出拡大方針を示す企業も。

今後の輸出事業方針

（注）①2020年度および2021年度調査にて、今後の輸出事業方針に回答した企業
670社が集計対象（無回答を除く）。②「回答」の内容は以下の通り：
１：現在、輸出を行っており、今後、さらに拡大を図る
２：現在、輸出を行っており、現状を維持する
３：現在、輸出は行っていないが、今後、新たに取り組みたい
４：現在、輸出を行っているが、今後は縮小、撤退を検討する
５：現在、輸出は行っておらず、今後とも行う予定はない
６：輸出を行う業種ではない

回答（2020年度） 回答（2021年度） 社数 構成比
1（さらに拡大） 1or3（輸出拡大を図る） 427 63.7
1 2 32 4.8
1 4or5or6 9 1.3
2（現状維持） 1or3 27 4.0
2 2 34 5.1
2 4or5or6 4 0.6
3（新規取り組み） 1or3 43 6.4
3 2 1 0.1
3 4or5or6 3 0.4
4（縮小・撤退） 1or3 2 0.3
4 2 2 0.3
4 4or5or6 2 0.3
5（行わない） 1or3 4 0.6
5 2 1 0.1
5 4or5or6 21 3.1
6（対象外業種） 1or3 3 0.4
6 2 1 0.1
6 4or5or6 54 8.1

◼ さらに拡大（2020年度）→さらに拡大（2021年度）

• 新型コロナの影響により以前と比べて輸出実績が落ちていますので今後コ
ロナが収束となった際は改めて販路の拡大をしたい（飲食料品、中小企
業）

• 新規取引先についての目途があり、またコロナ禍の収束に伴い売上増が
見込める（飲食料品、中小企業）

• 2021年度は各国のマーケットも回復兆しもあり、（中略）国内市場が
停滞もしくは縮小する中、海外の新しいマーケット獲得は弊社の大きな柱
となると考えている（飲食料品、中小企業）

• RCEPが本格的にスタートするにあたり、主に中国市場をはじめ、加盟国
との間で貿易（輸出）を活発化していきたい（飲食料品、中小企業）

◼ 現状維持（2020年度）→さらに拡大（2021年度）

• 国内市場の縮小に伴い、今後新規販路を開拓する必要があるから（飲
食料品、中小企業）

• 日本のお得意先が海外に生産を移している（商社・卸売、中小企業）
• 日本国内の売上金額が多く偏りがあるため、海外への拡販し地域リスク

分散を行いたい（金属製品、中小企業）
• 2021年11月に中国国際輸入博覧会への出展をきっかけに販売を拡大

したい意向（一般機械、中小企業）

◼ アンケート不参加（2020年度）→さらに拡大（2021年度）

• 円安による影響が大きいため、輸入と輸出のバランスを図りたい（商社・
卸売、中小企業）

Ⅱ．貿易への取り組み
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中国、米国を最重要輸出先とする回答比率が上昇

今後の最重要国・地域（全体、時系列）

◼ 輸出拡大の方針を持つ企業のうち、最も重視する輸出先を「中国」と回答した企業は27.8％で最大。次いで米

国（21.5％）、西欧（9.4％）。上位10カ国・地域では、中国と米国のみ、前回調査から増加。

◼ 化学で中国、自動車・同部品／その他輸送機器で米国の回答比率が、それぞれ大きく上昇した。

今後の最重要国・地域前回調査からの変化（製造業）

（注）①n〔（右）2020/2021〕は今後の輸出方針で、「さらに輸出の拡大を図る」、「今後、新たに輸出に取り組みたい」と回答した企業数。
②「20→21」は2020年度調査と2021年度調査結果の差。
③（左）2021年度調査で回答比率上位10カ国・地域のみ掲載。
④（右）太字は2021年度の回答比率が2020年度から10％ポイント以上増加。

（％、％ポイント）

年度
（n）

国・地域

2012
(1,286)

2016
(2,133)

2018
(2,279)

2020
(1,820)

2021
(1,297)

20→
21

中国 19.8 19.8 28.1 26.9 27.8 0.9

米国 8.8 15.5 14.7 18.7 21.5 2.8

西欧 1.8 6.5 7.9 10.4 9.4 △1.0

ベトナム 3.0 7.6 8.0 7.4 6.6 △0.9

台湾 1.8 3.9 3.7 4.4 4.4 △0.0

タイ 7.4 5.9 5.7 5.5 4.2 △1.3

香港 0.6 3.0 3.2 3.6 3.2 △0.5

インド
ネシア

6.2 3.5 2.9 2.9 2.8 △0.1

インド 5.2 3.8 3.8 2.9 2.6 △0.2

シンガ
ポール

1.5 3.0 2.8 2.8 2.1 △0.7

（％、％ポイント）

業種
中国 米国
20→
21

20→
21

製造業(n=1,094/889) 28.9 2.3 25.3 3.7
飲食料品(n=327/272) 25.0△ 0.4 31.3 5.0
繊維・織物／アパレル(n=67/45) 20.0△ 2.4 8.9△ 9.0
木材・木製品／家具・建材／紙ﾊﾟﾙﾌﾟ(n=37/16) 50.0 12.2 18.8 5.2
化学(n=50/39) 38.5 12.5 15.4△ 4.6
医療品・化粧品(n=42/45) 42.2 6.5 13.3 1.4
石油・プラスチック・ゴム製品(n=36/46) 23.9△ 6.6 23.9 10.0
窯業・土石(n=16/12) 41.7△ 8.3 16.7 4.2
鉄鋼／非鉄金属／金属製品(n=109/89) 29.2 8.1 24.7 0.9
一般機械(n=78/71) 23.9△ 4.3 29.6 9.1
電気機械(n=47/38) 34.2 6.6 15.8△ 5.5
情報通信機械／電子部品・デバイス(n=22/24) 37.5 5.7 25.0 6.8
自動車・同部品／その他輸送機器(n=34/31) 19.4 7.6 48.4 13.1
精密機器(n=50/45) 33.3△ 0.7 20.0 2.0
その他の製造業(n=179/116) 31.0 5.3 25.0 6.0

非製造業(n=726/408) 25.5△ 1.9 13.2△ 1.1

4
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今後の最重要輸出先、「販売・営業」が最大の課題

今後の最重要国・地域の課題・不足事項（全体、業種別）

◼ 今後の最重要国・地域の課題・不足事項として、「販売・営業」を挙げる企業の割合が最も高い。次いで、「人

材」、「輸送」などが続く。

◼ 中国では、「販売・営業」のほか、「貿易・制度」が全体と比べて回答率が高い。

（注）①nは、今後の輸出方針で、「さらに輸出の拡大を図る」、「今後、新たに輸出に取り組みたい」と回答した企業のうち、今後の最重要国・地域で回答した企
業数。

②最重要輸出先上位10カ国・地域のみ掲載。
③塗りつぶしは、全体、さらには各国・地域で最大の課題・不足事項。
④太字は全体との差が5％ポイント以上。

（複数回答、％、％ポイント）

全体・国・地域
研究・
開発

調達 生産 輸送
貿易
制度

販売・
営業

人材
財務・
金融・
為替

情報 その他 無回答

全体(n=1,242) 14.0 9.5 16.3 20.5 20.0 49.3 29.3 6.8 18.6 8.9 6.4

中国(n=361) 14.7 10.8 21.1 17.2 27.1 46.0 25.8 7.5 17.5 11.4 5.8

米国(n=279) 17.6 7.2 16.5 26.9 15.1 54.1 34.4 7.2 20.4 7.9 6.8

西欧(n=122) 14.8 8.2 15.6 25.4 18.9 47.5 25.4 4.1 15.6 2.5 7.4

ベトナム(n=85) 8.2 21.2 17.6 22.4 18.8 56.5 31.8 7.1 14.1 3.5 4.7

台湾(n=57) 15.8 3.5 8.8 10.5 15.8 49.1 29.8 5.3 19.3 10.5 10.5

タイ(n=54) 14.8 16.7 16.7 16.7 16.7 63.0 40.7 3.7 16.7 5.6 5.6

香港(n=41) 19.5 4.9 2.4 22.0 9.8 48.8 29.3 4.9 14.6 14.6 7.3

インドネシア(n=36) 2.8 11.1 13.9 11.1 19.4 44.4 16.7 11.1 19.4 11.1 5.6

インド(n=34) 11.8 8.8 23.5 20.6 29.4 41.2 20.6 5.9 14.7 11.8 8.8

シンガポール(n=27) 14.8 3.7 3.7 22.2 14.8 59.3 37.0 - 25.9 3.7 3.7

5

Ⅱ．貿易への取り組み
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販売・営業の課題、代理店関連のコメント多く6

「販売・営業」での課題・不足事項の頻出語とコメント例

◼ 「販売・営業」での課題では、代理店に関するコメントが多く挙がった。

◼ 「人材」では、国内での人材不足、「輸送」では、昨今のコンテナ不足を背景とした輸送費の高騰、「貿易制度」で

は、輸出入に関する規制に関する声が多く挙がった。

販売代理店がない（最重要輸出先：中国、業種：電子部品・デバイス、企
業規模：中小企業）／現地代理店の営業力が弱い〔西欧（英国除く）、プ
ラスチック製品、中小企業〕／代理店が林立してベストがよくわからない（インド
ネシア、金属製品、中小企業）／代理店を通していないため、渡航が難しい状
況では、営業活動に大きな制限を受けている（米国、印刷・同関連、中小企
業）

（注）最重要国・地域に輸出を行う
際の「販売・営業」の課題・不
足事項で具体的に回答した
企業483社から集計。

順位抽出語企業数 主な記載例※

1 販売 103 販売代理店(12)

2 現地 91 現地代理店(11)

3 代理 64代理店（63）

「輸送」での課題・不足事項の頻出語とコメント例

「人材」での課題・不足事項の頻出語とコメント例 「貿易制度」での課題・不足事項の頻出語とコメント例

（注）最重要国・地域に輸出を行う
際の「輸送」の課題・不足事
項で具体的に回答した企業
214社から集計。

（注）最重要国・地域に輸出を行う
際の「人材」の課題・不足事
項で具体的に回答した企業
289社から集計。

（注）最重要国・地域に輸出を行う
際の「貿易制度」の課題・不
足事項で具体的に回答した
企業200社から集計。

順位抽出語企業数 主な記載例※

1 人材 130
人材不足(15)
人材確保(11)
現地人材(6)

2 現地 58 現地人材(6)

3 不足 54 人材不足(15)

順位抽出語企業数 主な記載例※

1 輸送 74
輸送費(23)

輸送コスト(19)

2 高騰 41 運賃高騰(5)

3 コスト 38輸送コスト(19)

順位抽出語企業数 主な記載例※

1 規制 40
輸入規制(9)
輸出規制(5)

2 輸出 26 輸出規制(5)

3
輸入

24
輸入規制(9)

関税 関税率(5)

現地市場開拓を行う人材不足（韓国、その他製造業、中小企業）／人材
不足（語学スキル、経験、知識不足）（中国、その他製造業、中小企業）
／顧客とのやり取り、輸出関連業務の人材確保（台湾、飲食料品、中小企
業）／現地人材雇用及び雇用に関わる現地の法令（タイ、商社・卸売、中
小企業）

現在はコンテナ不足による輸送費の高騰、今後は輸送方法の確立等〔西欧
（英国除く）、商社・卸売、中小企業〕／輸送費が高く価格競争に不利〔西欧
（英国除く）、プラスチック製品、中小企業〕／国内、海外輸送共に輸送コスト
が高騰気味（米国、繊維・織物、中小企業）／海運は運賃高騰、抜港等の混
乱（ベトナム、その他製造業、中小企業）

輸入規制が比較的厳しい（インドネシア、金属製品、大企業）／輸入規制
が他国地域に比較して煩雑、且つ難しい（中国、医薬品・化粧品、中小企
業）／米中貿易関係摩擦による輸出規制（中国、その他製造、大企業）
／現地での輸入関税や通関の突然のルール変更（インド、商社・卸売、中小
企業）

Ⅱ．貿易への取り組み

（注）※企業数
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Ⅲ. 電子商取引（EC）への取り組み

～海外向けの販売でのEC活用・検討企業が過去最高水準に～



Copyright © 2022 JETRO. All rights reserved. 23

EC利用企業は4割強、中小企業の拡大意欲が目立つ1
◼ 国内外での販売においてECを利用したことがある（注）と回答した企業が、回答企業全体の42.1％を占めた。

中小企業では、同割合が43.2％と、前回（34.3％）から増加した。

◼ 今後EC利用を拡大する（注）と回答した割合は49.6％に上った。中小企業では同割合が51.9％と5割を超

えた。新型コロナの影響が長期化する中、ECへの注目が引き続き高いことがうかがえる。

EC利用の有無（時系列、全体）

（注）①nは本調査の回答総数。②EC利用企業は、ECを利用したことがある企業から、「現在は利用していない」と回答した企業を除いたもの。
③「利用を拡大する」は、EC利用企業のうち「今後、さらなる拡大を図る」とECを利用したことがないが「今後の利用を検討している」の合計。

EC利用の有無（2021年度、規模別）

37.0

38.4

27.6

9.4

0.0

10.8

44.4

1.7

6.1

43.2

51.9

31.3

10.6

1.3

20.6

33.0

2.5

0.8

0 20 40 60

利用したことがある

利用を拡大する

今後、さらなる利用拡大を図る

今後も現状を維持する

今後は利用を縮小する

今後の利用を検討している

今後も利用する予定はない

現在は利用していない

無回答

大企業 （n=297） 中小企業 （n=1,448）

（％）

EC利用企業

42.1

49.6

30.7

10.4

1.1

18.9

35.0

2.3

1.7

0 20 40 60

利用したことがある

利用を拡大する

今後、さらなる利用拡大を図る

今後も現状を維持する

今後は利用を縮小する

今後の利用を検討している

今後も利用する予定はない

現在は利用していない

無回答

2016年度（n=2,995）

2018年度（n=3,385）

2020年度（n=2,722）

2021年度（n=1,745）

（％）

EC利用企業

Ⅲ．電子商取引（EC）への取り組み
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飲食料品、繊維／アパレルなどでEC利用率が高い傾向2
◼ EC利用率を業種別にみると、飲食料品、繊維・織物／アパレル、木材・木製品／家具・建材／紙パルプ、小売

りでECを利用したことがあると回答した割合が50％を上回った。

◼ コロナ禍でも需要が底堅い衣食住関連商品の販売において、ECが注目されていると考えられる。

EC利用の有無（業種別）（%）

（注）①nは本調査の回答企業総数。②塗りつぶしはECを利用したことがあると回答した企業のうち「現在は利用していない」と回答した企業を除いた割合が50％以上の業
種。

社数

利用したことが
ないが、今後の
利用を検討し

ている

利用したことが
なく、今後も利
用する予定は

ない

利用したこと
はあるが、現
在は利用して

いない

無回答利用したことが
ある

今後、さらなる
利用拡大を

図る

今後も現状を
維持する

今後は利用を
縮小する

全体 1,745 42.1 30.7 10.4 1.1 18.9 35.0 2.3 1.7
製造業 1,098 45.0 32.0 11.8 1.2 17.8 33.2 2.5 1.5
飲食料品 293 62.5 47.1 14.7 0.7 19.5 15.7 1.4 1.0
繊維・織物／アパレル 56 62.5 53.6 8.9 0.0 21.4 14.3 1.8 0.0
木材・木製品／家具・建材／紙パルプ 21 61.9 33.3 23.8 4.8 19.0 14.3 4.8 0.0
化学 51 35.3 25.5 9.8 0.0 23.5 39.2 2.0 0.0
医療品・化粧品 50 46.0 36.0 8.0 2.0 22.0 26.0 4.0 2.0
石油・プラスチック・ゴム製品 57 43.9 24.6 17.5 1.8 21.1 28.1 3.5 3.5
窯業・土石 14 35.7 35.7 0.0 0.0 14.3 50.0 0.0 0.0
鉄鋼／非鉄金属／金属製品 130 31.5 16.9 13.8 0.8 14.6 47.7 3.1 3.1
一般機械 86 24.4 10.5 14.0 0.0 15.1 53.5 3.5 3.5
電気機械 53 24.5 15.1 7.5 1.9 18.9 49.1 5.7 1.9
情報通信機械／電子部品・デバイス 37 24.3 10.8 10.8 2.7 10.8 56.8 5.4 2.7
自動車・同部品／その他輸送機器 54 46.3 33.3 11.1 1.9 13.0 38.9 1.9 0.0
精密機器 54 25.9 18.5 5.6 1.9 16.7 55.6 1.9 0.0
その他の製造業 142 48.6 38.7 7.7 2.1 16.2 32.4 1.4 1.4

非製造業 647 37.2 28.4 7.9 0.9 20.9 37.9 2.2 1.9
商社・卸売 289 47.8 36.7 10.0 1.0 24.6 24.2 3.1 0.3
小売 51 60.8 49.0 11.8 0.0 15.7 19.6 3.9 0.0
建設 54 5.6 1.9 3.7 0.0 29.6 61.1 0.0 3.7
運輸 36 13.9 11.1 0.0 2.8 5.6 72.2 2.8 5.6
金融・保険 29 13.8 10.3 3.4 0.0 3.4 75.9 0.0 6.9
通信・情報・ソフトウェア 54 38.9 29.6 7.4 1.9 14.8 42.6 1.9 1.9
専門サービス 32 25.0 18.8 6.3 0.0 21.9 53.1 0.0 0.0
その他の非製造業 102 30.4 22.5 6.9 1.0 21.6 43.1 1.0 3.9

Ⅲ．電子商取引（EC）への取り組み



Copyright © 2022 JETRO. All rights reserved. 25

69.2

69.4

46.9

25.4

25.9

2.5

0.0 50.0 100.0

日本国内への販売

海外向け販売

日本国内から海外への販売…

海外拠点での販売

代理店等を通じた…

無回答

2016年度（n=1,404） 2018年度（n=1,527）

2020年度（n=1,459） 2021年度（n=1,065）

（複数回答、％）

7割が海外向け販売でECを活用または検討3
◼ ECを利用または検討していると回答した企業のうち、69.4％の企業が海外向け販売でECを活用／検討している

と回答した。具体的な販売方法としては、越境EC（46.9％）を挙げる割合が高い。

◼ 規模別にみると、大企業では海外拠点での販売（48.6％）と回答した割合が高い一方、中小企業は越境EC

（48.2％）の割合が高い。

ECの利用状況（時系列）

（注）①nはECを利用したことがある（現在利用していない企業は除く）または利用を検討していると回答した企業。②海外向け販売は、「日本から海外への販売
（越境EC）」、「海外拠点での販売」、「代理店などを通じた海外への販売」のいずれかを選択した企業。なお、代理店を通じた海外への販売は、2020年度に新設。

ECの利用状況（2021年度、規模別）

64.8

70.4

38.7

48.6

24.6

2.1

69.9

69.2

48.2

21.8

26.1

2.6

0.0 50.0 100.0

日本国内への販売

海外向け販売

日本国内から海外への販売

（越境EC）

海外拠点での販売

代理店等を通じた

海外への販売

無回答

大企業 （n=142）

中小企業 （n=923）

（複数回答、％）

Ⅲ．電子商取引（EC）への取り組み

日本国内から海外への販売
（越境EC）

海外拠点での販売

代理店などを通じた
海外への販売
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海外市場を見据えたEC導入検討企業が増加

EC利用状況別の販売先（時系列）

（注）nはECを利用または検討していると回答した企業。代理店は
海外拠点に含まない。

海外向けEC販売の手段（海外拠点の有無別）

4

76.6

67.3

82.4

68.6

0 50 100

日本国内への販売

海外向け販売

2020年度（n=645） 2021年度（n=535）

（％）

ECを利用したことがあり、今後、さらなる利用拡大を図る

EC利用したことがないが、今後の利用を検討している

49.7

65.3

47.0

73.9

0 50 100

日本国内への販売

海外向け販売

2020年度（n=551） 2021年度（n=330）

（％）

41.8

44.7

15.6

26.4

2.7

50.2

10.7

1.8

25.6

2.4

0 50 100

日本国内から海外への販売

海外拠点での現地販売

海外拠点から第三国への販売

代理店等を通じた海外への販

売

無回答

海外拠点あり（n=409） 海外拠点なし（n=656）

（％）

◼ 今後EC利用を検討している企業で、海外向け販売と回答した企業が73.9％と、ECを移用したことがあり今後拡

大を図る企業（68.6％）を上回った。規模の大きい海外市場を見据えた導入検討をしていることがうかがえる。

◼ 海外販売の手段については、海外拠点を有する企業では拠点での販売と回答した割合が高い。他方、海外拠

点がない企業では、拠点がある企業に比べ、越境ECの利用／検討と回答した割合が10ポイント程度高い。

（注）「ECを利用したことがある」は、国内外問わずECを利用し
たことがあることを示す。

Ⅲ．電子商取引（EC）への取り組み
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多くの業種でECでの海外向け販売が7割近くに5
◼ 業種別のEC利用（検討含む）状況をみると、木材・木製品／家具・建材／紙パルプや医療品・化粧品、専門

サービスで海外向け販売の割合が80％を上回った。

◼ 小売、専門サービス、通信・情報・ソフトウェアでは越境ECと回答した割合が60％を超えた。

EC利用の有無（業種別）

（注）①nはECを利用したことがあると回答した企業（現在利用していない企業は除く）または利用を検討していると回答した企業。②回答社数が10社未満の業種
は非表示。③塗りつぶしは海外向け販売でECを利用していると回答した割合が70％を超えた業種。

社数
日本国内へ
の販売

海外向け販
売

無回答越境EC
海外拠点で
の販売

代理店等を
通じた販売

全体 1,065 69.2 69.4 46.9 25.4 25.9 2.5
製造業 689 71.1 69.2 43.7 25.8 28.6 2.3
飲食料品 240 82.5 61.7 37.5 16.7 26.3 0.8
繊維・織物／アパレル 47 78.7 72.3 53.2 27.7 23.4 0.0
木材・木製品／家具・建材／紙パルプ 17 70.6 82.4 47.1 47.1 23.5 0.0
化学 30 63.3 66.7 33.3 26.7 23.3 6.7
医療品・化粧品 34 50.0 82.4 52.9 35.3 47.1 0.0
石油・プラスチック・ゴム製品 37 59.5 73.0 51.4 32.4 32.4 8.1
鉄鋼／非鉄金属／金属製品 60 66.7 76.7 41.7 31.7 36.7 1.7
一般機械 34 55.9 67.6 52.9 29.4 23.5 5.9
電気機械 23 65.2 78.3 34.8 39.1 34.8 0.0
情報通信機械／電子部品・デバイス 13 84.6 76.9 53.8 30.8 30.8 0.0
自動車・同部品／その他輸送機器 32 56.3 71.9 50.0 43.8 21.9 0.0
精密機器 23 43.5 69.6 30.4 43.5 17.4 17.4
その他の製造業 92 71.7 68.5 47.8 19.6 31.5 2.2

非製造業 376 65.7 69.7 52.9 24.5 21.0 2.9
商社・卸売 209 66.5 70.3 55.5 21.1 22.0 2.4
小売 39 76.9 79.5 69.2 25.6 25.6 0.0
建設 19 52.6 57.9 21.1 42.1 5.3 0.0
通信・情報・ソフトウェア 29 58.6 72.4 62.1 27.6 17.2 6.9
専門サービス 15 46.7 80.0 66.7 40.0 6.7 6.7
その他の非製造業 53 73.6 60.4 32.1 22.6 24.5 3.8

（複数回答、％）

Ⅲ．電子商取引（EC）への取り組み
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海外向けEC販売を行う企業のうちBtoBの比率は約7割6
◼ 海外向けECを行っている（検討含む）企業にビジネスモデルを尋ねたところ、企業向け販売（BtoB）が

73.7％、一般消費者向け（BtoC）が63.5％だった。

◼ 企業向け販売について、具体的な利用サービス（検討含む）を尋ねたところ、86.8％の企業がプラットフォームま

たは自社サイトでの販売を行っていた。

海外向けECのビジネスモデル（規模別）

（注）①nは海外販売においてECを利用（検討）していると回
答した企業。②EDIを含む。

（注）nは、海外向けECのビジネスモデルで「企業向け」と回答した企業。利用検討中の企
業も含む。

企業向けEC販売で使用しているサービス（規模別）

73.7

63.5

1.2

72.0

52.0

0.0

74.0

65.3

1.4

0 50 100

企業向け

一般消費者向け

無回答

全体（n=739）

大企業（n=100）

中小企業（n=639）

（複数回答、％）

86.8

70.1

45.7

9.4

5.5

4.8

76.4

59.7

41.7

20.8

9.7

6.9

88.4

71.7

46.3

7.6

4.9

4.4

0 50 100

プラットフォームまたは自社サイトでの販売

第三者が運営するECサイトやプラット
フォーム

自社サイト

EDI （電子データ交換）

その他

無回答
全体（n=545）

大企業（n=72）

中小企業（n=473）

（複数回答、％）

Ⅲ．電子商取引（EC）への取り組み
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4割の企業が海外向けECで利益・メリットを実感7
◼ 海外向け販売でECを利用または検討し、何らかの利益・メリットがある（注）と回答した企業は42.2％、中小企

業では43.2％だった。中小企業においては、EC事業単体では赤字なものの、認知度向上や顧客データ入手など

のメリットがあると回答した割合が16.3％と大企業に比べ高い。

海外EC事業の利益・メリット（規模列）

（注）①nは海外販売でECを利用（検討）していると回答した企業。②メリットは、自社認知度向上、顧客データ入手など、EC以外の事業に好影響を与える要素
を指す。③「メリットがある」は、「海外EC事業単体で現状、黒字である」、「海外EC事業単体で現状、赤字だが、今後黒字に転換する見通しである」、「海外
EC事業単体では現状・今後も赤字の見通しだが、自社ビジネス全体にメリットがある」の合計。

42.2 

1.9 

47.1 

7.0 

1.8 

36.0 

0.0 

52.0 

7.0 

5.0 

43.2 

2.2 

46.3 

7.0 

1.3 

0.0 30.0 60.0

メリットがある

海外EC事業単体では現状・今後と

も赤字の見通しで、自社ビジネス

全体にメリットもない

わからない（まだECを利用したこ

とがない場合を含む）

その他

無回答

全体（n=739） 大企業（n=100） 中小企業（n=639）

（％）

Ⅲ．電子商取引（EC）への取り組み

16.0 

11.4 

14.9 

25.0 

5.0 

6.0 

14.6 

12.4 

16.3 

0.0 20.0 40.0

海外EC事業単体で現状、黒字で

ある

海外EC事業単体で現状、赤字だ

が、今後黒字に転換する見通し

である

海外EC事業単体では現状・今後

とも赤字の見通しだが、自社ビ

ジネス全体にメリットがある

全体（n=739） 大企業（n=100） 中小企業（n=639）

（％）
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繊維／アパレルや小売では利益・メリット実感が5割超8
◼ 業種別では繊維・織物／アパレル、小売、商社・卸売、情報通信機械／電子部品・デバイスで、利益・メリットが

あると回答した比率が50％以上となった。

海外EC事業の利益・メリット（業種別）

（注）①nは海外販売でECを利用（検討）していると回答した企業。②メリットは、自社認知度向上、顧客データ入手など、EC以外の事業に好影響を与える
要素を指す。③回答社数が10社以上の業種のみ掲載。

社数
利益・メ
リットが
ある

メリット
はない

わから
ない

その他 無回答現状、黒
字である

今後黒字
に転換す
る見通し

赤字だが
自社ビジ
ネス全体
にメリット

全体 739 42.2 16.0 11.4 14.9 1.9 47.1 7.0 1.8
製造業 477 38.8 17.4 8.6 12.8 2.1 48.4 8.6 2.1
飲食料品 148 39.9 20.3 9.5 10.1 0.7 44.6 11.5 3.4
繊維・織物／アパレル 34 58.8 17.6 14.7 26.5 0.0 32.4 8.8 0.0
木材・木製品／家具・建材／紙パルプ 14 42.9 28.6 0.0 14.3 14.3 42.9 0.0 0.0
化学 20 25.0 10.0 10.0 5.0 5.0 60.0 5.0 5.0
医療品・化粧品 28 32.1 17.9 3.6 10.7 10.7 50.0 3.6 3.6
石油・プラスチック・ゴム製品 27 40.7 11.1 18.5 11.1 0.0 44.4 11.1 3.7
鉄鋼／非鉄金属／金属製品 46 43.5 13.0 6.5 23.9 2.2 52.2 2.2 0.0
一般機械 23 34.8 21.7 0.0 13.0 4.3 47.8 13.0 0.0
電気機械 18 16.7 16.7 0.0 0.0 0.0 77.8 5.6 0.0
情報通信機械／電子部品・デバイス 10 50.0 40.0 10.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0
自動車・同部品／その他輸送機器 23 26.1 17.4 0.0 8.7 4.3 56.5 8.7 4.3
精密機器 16 25.0 12.5 6.3 6.3 0.0 75.0 0.0 0.0
その他の製造業 63 39.7 12.7 11.1 15.9 0.0 44.4 14.3 1.6

非製造業 262 48.5 13.4 16.4 18.7 1.5 44.7 4.2 1.1
商社・卸売 147 53.7 15.6 14.3 23.8 2.0 40.1 2.7 1.4
小売 31 54.8 16.1 29.0 9.7 0.0 32.3 12.9 0.0
建設 11 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0
通信・情報・ソフトウェア 21 47.6 9.5 28.6 9.5 0.0 47.6 4.8 0.0
専門サービス 12 41.7 16.7 0.0 25.0 0.0 58.3 0.0 0.0
その他の非製造業 32 37.5 6.3 12.5 18.8 3.1 50.0 6.3 3.1

Ⅲ．電子商取引（EC）への取り組み
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Ⅳ. 海外進出への取り組み

～米国が今後の事業拡大先として初めて首位に～
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23.1 

19.1 

30.9 

32.9 

31.2 

36.1 

35.9 

36.8 

36.6 

24.6 

24.8 

25.5 

24.2 

25.9 

25.2 

25.3 

23.6 

21.7 

17.6 

15.0 

12.8 

13.7 

16.1 

15.3 

14.7 

17.0 

15.5 

1.3 

1.2 

0.8 

0.9 

1.0 

0.7 

0.8 

1.2 

1.0 

24.6 

32.8 

22.2 

23.2 

21.0 

17.4 

16.2 

15.7 

18.7 

8.8 

7.1 

7.8 

5.1 

4.8 

5.2 

7.1 

5.7 

6.5 

21年度
(n=1,713)

20年度
(n=2,665)

19年度
(n=3,386)

18年度
(n=3,246)

17年度
(n=3,111)

16年度
(n=2,937)

15年度
(n=2,618)

14年度
(n=2,808)

13年度
(n=3,222)

さらに拡大を図る 新たに進出したい
現状を維持する 縮小、撤退が必要と考えている
今後とも海外への事業展開は行わない その他

海外進出の拡大を図る

海外拠点の事業拡大意欲は上向くも、動きは緩やか

今後の海外進出方針（全体、時系列）

◼ 今後3年程度の海外進出方針について、「海外進出の拡大を図る」企業の比率は前年から増加したが、コロナ禍

以前の水準には届いていない。

◼ 「現状を維持する」企業の比率は2年連続で増加。長引くコロナ禍から現状維持が妥当との声も。

今後の海外進出方針の選択理由（自由記述）

（注）nは「無回答」を除く企業数。

（％）
◼ 海外進出の拡大を図る

• コロナ禍でグローバルなサプライチェーンの断絶を経験。安定的な製品供

給のためには複数の製造拠点を持つことの重要性を再認識（化学）

• 海外拠点がある方が営業、情報収集、マーケティングに有利（商社・卸

売）

• 海外でシステム開発、製作業務を分担（情報・ソフトウェア）

■ 現状を維持する

• コロナ禍での拡大は困難で、現状維持が妥当（商社・卸売）

• コロナ禍で海外拠点の生産計画が当初計画を大きく下回り、計画水準

に戻すことが最優先（医療品・化粧品）

• エリア拡大は一段落。現在は各拠点の事業複合化が課題（化学）

■ 今後とも海外への事業展開はしない

• 日本産の原材料、国内での自社製造が売り（飲食料品）

• 世界のオンライン化により海外拠点は不要。直販で対応可能（アパレ

ル）

• 製品が多品種かつオーダーメード品が多く、海外拠点で生産するメリットが

少ない（電子部品・デバイス）

• 現地拠点を置く予定はないが、代理店の発掘は継続して行う（精密機

器）

1
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24.0 
12.5 
14.5 

28.6 
36.0 

29.2 
33.9 

21.4 
31.2 
31.0 

26.5 
29.7 

40.7 
24.0 

21.4 
21.5 

18.1 
17.6 

24.1 
38.9 

17.2 
24.1 
22.6 
25.5 

22.4 
24.2 

30.9 
33.3 
18.0 

22.9 
17.9 

21.4 
17.6 
17.9 
26.5 
21.6 

7.4 
22.0 
28.6 
28.2 

28.8 
37.3 

20.4 
13.9 

0.0 
33.3 
35.5 

34.7 

17.4 
4.8 

12.7 
19.0 

28.0 
18.8 

23.2 
14.3 

20.8 
29.8 
20.4 

13.5 
42.6 

28.0 
15.0 
17.9 

17.4 
5.9 
31.5 

33.3 
34.5 

14.8 
9.7 

12.2 

1.2 
1.0 

1.8 
0.0 
0.0 

2.1 
0.0 

0.0 
2.4 

2.4 
2.0 

0.0 
0.0 

0.0 
1.4 

1.6 
1.4 

0.0 
3.7 

0.0 
0.0 

3.7 
3.2 

1.0 

25.7 
49.1 

20.0 
19.0 

12.0 
22.9 
21.4 

42.9 
17.6 

10.7 
18.4 

21.6 
7.4 

18.0 
15.7 

22.9 
26.7 

31.4 
9.3 

11.1 
34.5 

16.7 
19.4 

20.4 

9.3 
8.3 

20.0 

0.0 
6.0 
4.2 
3.6 

0.0 
10.4 

8.3 
6.1 

13.5 
1.9 

8.0 
17.9 

7.8 
7.6 
7.8 

11.1 
2.8 

13.8 
7.4 

9.7 
6.1 

■製造業(n=1,072)
飲食料品(n=289)

繊維・織物／アパレル(n=55)
木材・木製品／家具・建材／紙ﾊﾟﾙﾌﾟ(n=21)

化学(n=50)
医療品・化粧品(n=48)

石油・プラスチック・ゴム製品(n=56)
窯業・土石(n=14)

鉄鋼／非鉄金属／金属製品(n=125)
一般機械(n=84)
電気機械(n=49)

情報通信機械／電子部品・デバイス(n=37)
自動車・同部品／その他輸送機器(n=54)

精密機器(n=50)
その他の製造業(n=140)

■非製造業(n=641)
商社・卸売(n=288)

小売(n=51)
建設(n=54)
運輸(n=36)

金融・保険(n=29)
通信・情報・ソフトウェア(n=54)

専門サービス(n=31)
その他の非製造業(n=98)

さらに拡大を図る 新たに進出したい 現状を維持する 縮小、撤退が必要と考えている 今後とも海外への事業展開は行わない その他

輸送機器関連、運輸では既存の海外拠点強化の動き2

今後の海外進出方針（業種別）

◼ 自動車・同部品／その他輸送機器、運輸では約4割の企業が既存の海外拠点の拡大を図るとした。

◼ 飲食料品ではほぼ半数が海外への事業展開は行わないと回答。ただし輸出意欲は高く、代理店やECサイトなど

を活用するとしている。

（注）nは「無回答」を除く企業数。

（％）

Ⅳ．海外進出への取り組み
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事業拡大の検討先を増やす動きはさらに強まる3

海外で事業拡大を図る国・地域数（平均）

◼ 海外で事業拡大を図る対象国・地域の数は、１社あたり5.3と3年連続で増加。

◼ 業種別では、医療品・化粧品（6.8）が最も高く、飲食料品（6.5）が続いた。非製造業では、通信・情報・ソ

フトウェア、小売が（各5.6）が最も高かった。

海外で事業拡大を図る国・地域数（業種別）

（注）①ｎは「現在、海外に拠点があり、今後さらに拡大を図る」、「現在、海外に拠点はないが、今後新たに進出したい」と回答し、かつ拡大する機能を回答した企業数。
②一つの国・地域で複数の機能を拡大する場合でも、回答国・地域数は1としてカウント。③延べ回答国・地域数／nにより算出。④（右図）nが10社以上の業種のみ
掲載。「その他の製造業」、「その他の非製造業」は除く。

3.9 3.9 3.7 3.9 5.3 5.7 3.5 3.3 3.3 3.6 4.4 4.7 

3.7 3.6 3.5 
3.8 

4.9 
5.3 

0

1

2

3

4

5

6

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

製造業 非製造業 全体

n 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

全体 1,654 1,703 1,800 1,871 1,156 810

製造業 938 954 1,022 1,079 598 494

非製造業 716 749 778 792 558 316

6.8 

6.5 

6.2 

6.1 

5.9 

5.8 

5.7 

5.4 

4.8 

4.7 

4.4 

3.4 

5.6 

5.6 

5.5 

4.3 

3.3 

2.7 

医療品・化粧品(n=24)

飲食料品(n=106)

精密機器(n=23)

化学(n=27)

一般機械(n=41)

木材・木製品／家具・建材／紙ﾊﾟﾙ…

電気機械(n=26)

石油・プラスチック・ゴム製品(n=29)

鉄鋼／非鉄金属／金属製品(n=61)

情報通信機械／電子部品・デバイス…

繊維・織物／アパレル(n=25)

自動車・同部品／その他輸送機器…

通信・情報・ソフトウェア(n=31)

小売(n=28)

商社・卸売(n=135)

運輸(n=17)

建設(n=23)

専門サービス(n=18)

製
造

業
非

製
造

業

（国・地域数）
（国・地域数）

木材・木製品／家具・建材／紙パルプ
(n=13)

情報通信機械／電子部品・デバイス
(n=19)

自動車・同部品／その他輸送機器
(n=25)

Ⅳ．海外進出への取り組み
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17.4 

15.9 

24.0 

22.5 

19.6 

25.1 

26.4 

21.7 

24.4 

14.5 

24.1 

25.1 

16.4 

21.4 

21.0 

19.9 

26.4 

21.5 

31.9 

40.1 

49.0 

38.9 

40.9 

46.0 

46.3 

48.1 

45.9 

FY19

FY20

FY21

FY19

FY20

FY21

FY19

FY20

FY21

米
国

ベ
ト
ナ
ム

中
国

さらに拡大を図る 新たに進出したい

米国が今後の事業拡大先として初めて首位に

海外で事業拡大を図る国・地域数（上位15カ国・地域）

◼ 今後、海外で事業拡大を図る国・地域では、米国（49.0％）の回答比率が最も高く、初めて首位に。

◼ これまで首位を維持していた中国（45.9％）は、既存拠点の拡大の動きは強まったものの、新規の進出意欲が

前年から縮小し、ベトナムに次ぐ3位に後退。

米国、ベトナム、中国での事業拡大（海外進出方針別）

（複数回答、％）

2021年度 2020年度 2019年度

(n=810) (n=1,156) (n=1,871)

１ 米国 49.0 40.1 31.9 

２ ベトナム 46.0 40.9 38.9 

３ 中国 45.9 48.1 46.3 

４ タイ 38.4 36.7 32.7 

５ 西欧 34.9 30.4 25.3 

６ 台湾 32.3 33.3 26.8 

７ シンガポール 26.8 25.1 20.0 

８ インドネシア 25.8 25.8 22.3 

9 マレーシア 23.7 23.1 15.3 

10 香港 23.3 20.2 17.2 

11 インド 20.5 17.5 15.7 

12 フィリピン 18.4 17.8 12.0 

13 韓国 16.8 15.5 10.7 

14 カナダ 13.8 12.5 5.1 

15 オーストラリア 13.6 10.7 5.9 

ASEAN6 69.8 65.4 69.4 

（注）①ｎは「現在、海外に拠点があり、今後さらに拡大を図る」、「現在、海外に拠点はないが、今後新たに進出したい」と回答し、かつ拡大する機能を回答した企業
数。②ASEAN6は、シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、ベトナムのいずれかを選択した企業。西欧の内訳は選択肢の設定が無い。③各国・地域で
一つ以上の機能を拡大する企業数の比率。一つの国・地域で複数の機能を拡大する場合でも、１社としてカウント。

（複数回答、％）

4

Ⅳ．海外進出への取り組み
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海外で事業拡大を図る国・地域（時系列）

海外で事業拡大を図る国・地域数（2021年度 上位20カ国・地域、時系列）

（注）①ｎは「現在、海外に拠点があり、今後さらに拡大を図る」、「現在、海外に拠点はないが、今後新たに進出したい」と回答し、かつ拡大する機能を回答した企業数。
②ASEAN6は、シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、ベトナムのいずれかを選択した企業。西欧、ロシア・CIS、中・東欧の内訳は選択肢の設定が
無い。2017年度以降の西欧は、英国、西欧（英国以外）のいずれかを選択した企業。③各国・地域で一つ以上の機能を拡大する企業数の比率。一つの国・地
域で複数の機能を拡大する場合でも、１社としてカウント。

（複数回答、％）

(n=810) 順位 (n=1,156) 順位 (n=1,871) 順位 (n=1,800) 順位 (n=1,703) 順位 (n=1,654) 順位

米国 49.0 (1) 40.1 (3) 31.9 (4) 30.2 (4) 31.8 (4) 33.4 (3)

ベトナム 46.0 (2) 40.9 (2) 38.9 (2) 34.0 (2) 35.3 (2) 32.9 (4)

中国 45.9 (3) 48.1 (1) 46.3 (1) 49.9 (1) 44.7 (1) 46.4 (1)

タイ 38.4 (4) 36.7 (4) 32.7 (3) 31.8 (3) 33.3 (3) 35.5 (2)

西欧 34.9 (5) 30.4 (6) 25.3 (6) 21.4 (6) 22.5 (6) 20.4 (8)

台湾 32.3 (6) 33.3 (5) 26.8 (5) 24.7 (5) 26.5 (5) 24.6 (5)

シンガポール 26.8 (7) 25.1 (8) 20.0 (8) 18.2 (8) 20.3 (8) 21.4 (7)

インドネシア 25.8 (8) 25.8 (7) 22.3 (7) 20.8 (7) 21.4 (7) 24.5 (6)

マレーシア 23.7 (9) 23.1 (9) 15.3 (11) 14.2 (11) 15.3 (10) 15.0 (10)

香港 23.3 (10) 20.2 (10) 17.2 (9) 17.1 (9) 19.6 (9) 19.5 (9)

インド 20.5 (11) 17.5 (12) 15.7 (10) 16.1 (10) 14.0 (11) 14.4 (11)

フィリピン 18.4 (12) 17.8 (11) 12.0 (12) 9.9 (13) 11.0 (13) 11.8 (13)

韓国 16.8 (13) 15.5 (13) 10.7 (13) 12.9 (12) 13.0 (12) 14.4 (11)

カナダ 13.8 (14) 12.5 (14) 5.1 (18) 3.2 (19) 3.8 (20) 4.4 (17)

オーストラリア 13.6 (15) 10.7 (16) 5.9 (15) 5.1 (15) 4.3 (16) 4.4 (17)

中・東欧 10.5 (16) 9.3 (17) 5.4 (17) 4.3 (17) 5.9 (15) 6.1 (15)

ミャンマー 9.5 (17) 11.1 (15) 10.0 (14) 8.1 (14) 8.5 (14) 10.4 (14)

ロシア・ＣＩＳ 9.3 (18) 8.1 (19) 5.1 (18) 3.6 (18) 4.3 (16) 4.2 (19)

メキシコ 8.6 (19) 7.4 (20) 3.7 (20) 2.9 (20) 4.2 (19) 5.9 (16)

カンボジア 8.3 (20) 8.9 (18) 5.8 (16) 4.4 (16) 4.3 (16) 4.2 (19)

ASEAN6 69.8 65.4 69.4 65.7 67.4 69.1

（参考）

英国 18.9 - 16.8 - 7.3 - 6.3 - 6.6 - - -

西欧（英国を除く） 33.6 - 28.2 - 23.5 - 19.4 - 20.5 - - -

2020年度 2019年度 2018年度 2017年度 2016年度2021年度

Ⅳ．海外進出への取り組み
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56.9

70.8

84.0

48.1

50.0

44.8

45.9

51.2

73.1

52.6

48.0

52.2

45.5

41.5

20.0

44.4

50.0

44.8

44.3

61.0

53.8

42.1

28.0

47.8

50.4

42.5

52.0

59.3

66.7

44.8

37.7

46.3

61.5

68.4

60.0

52.2

■製造業(n=494)

飲食料品(n=106)

繊維・織物／アパレル(n=25)

化学(n=27)

医療品・化粧品(n=24)

石油・プラスチック・ゴム製品
(n=29)

鉄鋼／非鉄金属／金属製品
(n=61)

一般機械(n=41)

電気機械(n=26)

情報通信機械／電子部品・デバ
イス(n=19)

自動車・同部品／その他輸送機
器(n=25)

精密機器(n=23)

36.7

45.9

42.9

21.7

23.5

29.0

22.2

46.8

45.9

53.6

52.2

58.8

54.8

27.8

38.9

56.3

53.6

13.0

23.5

29.0

11.1

■非製造業(n=316)

商社・卸売(n=135)

小売(n=28)

建設(n=23)

運輸(n=17)

通信・情報・ソフトウェア

(n=31)

専門サービス(n=18)

米国

ベトナム

中国

米国では繊維／アパレルなどで高い拡大意欲6

米国、ベトナム、中国での事業拡大（製造業）

◼ 繊維・織物／アパレル、電気機械、飲食料品では、7～8割の企業が事業拡大先として米国を挙げた。医薬品・

化粧品、情報通信機械／電子部品・デバイスでは中国を挙げる企業が多かった。

◼ 運輸、通信・情報・ソフトウェア、建設では、ベトナムでの拡大意欲が特に高かった。

（複数回答、％）

米国、ベトナム、中国での事業拡大（非製造業）

Ⅳ．海外進出への取り組み

（注）①ｎは「現在、海外に拠点があり、今後さらに拡大を図る」、「現在、海外に拠
点はないが、今後新たに進出したい」と回答し、かつ拡大する機能を回答した企業数。
②比率は業種ごとのｎに対して、当該国・地域で事業を拡大すると回答した企業の
比率。②回答企業数が15社以上の業種のみ。
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販売機能拡大の動きは継続、生産機能も強化へ7

海外で拡大を図る機能

◼ 海外で拡大を図る機能としては、引き続き8割強の企業が販売機能と回答した。拡大先としては米国

（52.0％）の比率が最も高く、中国（49.3％）が続いた。

◼ 研究開発、地域統括、物流機能とも、拡大先として米国との回答が最も高かった。

（複数回答、％）

海外で拡大を図る機能 国・地域別トップ3

85.6

27.5

22.1

10.9

15.1

9.4

12.6

82.8

23.1

28.9

14.2

20.2

11.2

17.3

販売

生産
（汎用品）

生産
（高付加価値

品）

研究開発
（新製品開発）

研究開発
（現地市場向け
仕様変更）

地域統括

物流

2016年度(n=1,654)

2017年度(n=1,703)

2018年度(n=1,800)

2019年度(n=1,871)

2020年度(n=1,156)

2021年度(n=810)

（複数回答、％）

（注）ｎは「現在、海外に拠点があり、今後さらに拡大を図る」、「現在、海外に
拠点はないが、今後新たに進出したい」と回答し、かつ拡大する機能も回答した
企業数。②（右表）西欧（英国除く）の内訳は選択肢の設定が無い。

１位 ２位 ３位

販売
（n=671)

米国 52.0 中国 49.3
ベト
ナム

43.1

生
産

汎用品
(n=187)

中国 37.4
ベト
ナム

36.9 タイ 28.3

高付加価値品
(n=234)

中国 35.0
ベト
ナム

31.2 米国 30.3

研
究
開
発

新製品開発
(n=115)

米国 38.3 中国 33.0
ベト
ナム

25.2

現地市場向け
仕様変更
(n=164)

米国 42.1 中国 39.0 タイ 25.6

地域統括
(n=91)

米国 38.5 中国 37.4
西欧
（英国
除く）

26.4

物流
(n=140)

米国 37.9 中国 31.4
ベト
ナム

31.4

Ⅳ．海外進出への取り組み
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Ⅴ. 海外ビジネスの見直し

～国際輸送の混乱への対応に追われる～
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中小はバーチャル展示会や越境EC活用で、販売見直し

◼ サプライチェーン（販売、調達、生産）を何らか見直す企業は61.9％で、見直し項目は「販売戦略の見直し」

（45.0％）が最大。大企業（39.4％）よりも中小企業（46.2％）で販売戦略を見直す企業の割合が大きい。

◼ 販売見直しの具体的な内容は「海外販売先の見直し」（61.8％）が最大。中小は「バーチャル展示会、オンライン商談

会などの活用の推進」（40.1％）や「自社製品・サービスの越境EC販売の開始・拡大」（31.2％）の割合が高い。

販売戦略見直しの具体的な内容サプライチェーン見直し方針と見直し項目：企業規模別

見直し内容（以下）

61.8

38.4

33.0

28.5

26.1

16.8

12.3

7.3

4.5

1.1

63.2

29.1

42.7

12.8

29.1

15.4

18.8

6.8

1.7

0.0

61.6

40.1

31.2

31.2

25.6

17.0

11.2

7.3

4.9

1.3

0.0 20.0 40.0 60.0

海外販売先（ターゲット）の見
直し

バーチャル展示会、オンライン
商談会などの活用の推進

海外販売網（ネットワーク）の
見直し

自社製品・サービスの越境EC販
売の開始・拡大

海外販売製品・サービス内容の
見直し

海外販売価格の引き上げ

デジタルマーケティング、AI利
用などデジタル化の推進

海外販売価格の引き下げ

その他の販売戦略の見直し

無回答

販売戦略を見直す全体（n=786） 大企業（n=117） 中小企業（n=669）

（複数回答、％）

（注）nは見直し方針で「販売戦略の見直し」を選択した企業数。

1

Ⅴ．海外ビジネスの見直し

33.6

61.9

45.0

23.4

22.7

4.5

35.7

53.5

39.4

24.2

23.2

10.8

33.2

63.6

46.2

23.2

22.6

3.2

0 20 40 60 80

何も見直さない

何らか見直す（参考）

販売戦略の見直し

調達の見直し

生産の見直し

無回答

全体（n=1,745） 大企業（n=297） 中小企業（n=1,448）

（複数回答、％）

（注）①nは本調査の回答企業総数。②「何らか見直す」の比率は、100％
から「何も見直さない」と「無回答」の回答比率を引いて算出。
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59.6

45.6

35.8

9.8

7.8

3.4

2.9

65.3

41.7

41.7

6.9

9.7

2.8

2.8

58.3

46.4

34.5

10.4

7.4

3.6

3.0

0.0 20.0 40.0 60.0

調達先の切り替え

調達数量・配分や調達品目の見直し

複数調達化の実施

デジタル化（ECサイトの活用など）の推進

調達先の集約化の実施

その他調達の見直し

無回答

調達を見直す企業全体（n=408）

大企業（n=72）

中小企業（n=336）

（複数回答、％）

42.2

41.9

28.0

24.2

19.4

17.2
8.1

3.5

5.1
3.8

34.8

47.8
46.4

34.8

20.3

18.8
10.1

8.7

0
4.3

43.7

40.7

24.2

22.0

19.3

16.8
7.6

2.4
6.1

3.7

0.0 20.0 40.0 60.0

生産数量・配分や生産品目の見直し

新規投資/ 設備投資の増強

生産地の見直し

自動化・省人化の推進

OEM などアウトソーシングの活用・増加

デジタル化（IoT の導入など）の推進

新規投資/ 設備投資の中止・延期

OEM などアウトソーシングの見直し

その他生産の見直し

無回答

生産を見直す企業全体（n=396）

大企業（n=69）

中小企業（n=327）

（複数回答、％）

33.6

61.9

45.0

23.4

22.7

4.5

35.7

53.5

39.4

24.2

23.2

10.8

33.2

63.6

46.2

23.2

22.6

3.2

0 20 40 60 80

何も見直さない

何らか見直す（参考）

販売戦略の見直し

調達の見直し

生産の見直し

無回答

全体（n=1,745） 大企業（n=297） 中小企業（n=1,448）

（複数回答、％）

調達見直しは、調達先の切り替えや複数調達化等を急ぐ

◼ 調達見直しの具体的な内容については、「調達先の切り替え」（59.6％）、「調達数量・配分や調達品目の見直し」

（45.6％）、「複数調達化の実施」（35.8％）が上位を占めた。

◼ 生産見直しでは、「生産数量・配分や生産品目の見直し」（42.2％）と「新規投資/設備投資の増強」（41.9％）

の割合が大きい。大企業では、「生産地の見直し」（46.4％）や「自動化・省人化の推進」（34.8％）が大きい。

サプライチェーン見直し方針と見直し項目：企業規模別 調達および生産見直しの具体的な内容

調達見直し内容

生産見直し内容

（注）nはそれぞれの見直し方針で「調達の見直し」「生産の見直し」を選択
した企業数。

2

Ⅴ．海外ビジネスの見直し

（注）①nは本調査の回答企業総数。②「何らか見直す」の比率は、100％
から「何も見直さない」と「無回答」の回答比率を引いて算出。

見直し内容（以下）
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前年度より、販売価格引き上げや販売網見直しが進む

見直し方針（n=1,745）

サプライチェーンの見直し

見直しの内容（n=786）

◼ 販売戦略のなかで、「販売網見直し」や「販売価格の引き上げ」が、前年度比10ポイント以上増加。国際輸送の混

乱やコスト増への対応などが背景。「調達先の切り替え」や「複数調達化」に取り組む企業の割合も増加。

◼ 生産の見直しでは、需要回復に伴う「新規投資・設備投資」の割合が大きく増加。また、コロナ禍での作業員の出社

制限リスクへの対応、現場の非接触の推進などを背景に「自動化・省人化」の取組みも進展。

何らか
見直す

バーチャル
展示会等

何も見直
さない

33.6% 61.9％ 61.8％ 38.4％

販売網
見直し

33.0%

越境EC
開始・拡大

28.5%

販売製品
見直し

26.1%

販売価格
引き上げ

16.8%

見直しの内容（n=408) 見直しの内容（n=396）

数量・品目
見直し

調達先
切り替え

59.6% 45.6%

新規投資
設備投資

41.9%

自動化
省人化

24.2%

生産地
見直し

28.0%

前年度 （27.1％） （69.6％） （60.9％） （38.5％）（19.9％） （30.0％） （19.1％） （6.3％）

（54.0％） （52.8％） （50.9％） （27.5％） （31.4％）

販売先
見直し

複数
調達化

35.8%

（28.5％）

数量・品目
見直し

42.2%

（13.3％）

サプライチェーン見直し内容：前年との比較

今年度

前年度

今年度

※各見直し方針のカッコ内は前年度の割合

販売戦略の見直し
45.0％

（42.5％）

調達の見直し 23.4％
（14.0％） 生産の見直し 22.7％

（13.2％）

（注）前年度「何らか見直す」はサプライチェーン以外（組織体制など）の見直しも含む。

3
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サプライチェーン見直しの最大理由は国際輸送の混乱

◼ サプライチェーン見直し理由では、コロナ禍での需要回復に伴う「国際輸送の混乱・輸送コストの高騰」（35.2％）や

「需要の増加」（32.5％）が上位を占めた。

◼ サプライチェーン見直しに関する課題やその取り組みに関する自由記述からは、「ロット数の削減などで国際物流の混乱

による影響を抑制」、「複数調達先の確保により原料・部品不足へ対応」、などのコメントがみられた。

35.2

32.5

20.6

19.2

17.2

9.7

6.4

3.4

3.2

1.9

1.8

10.8

8.0

3.3

37.1

39.6
23.3

20.8

22.0

10.7

8.2

5.0

5.7

1.9

3.8

10.7

4.4

3.1

34.9

31.3

20.2

18.9

16.4

9.6

6.1

3.1

2.8

1.8

1.4

10.9

8.6

3.4

0 20 40

国際輸送の混乱・輸送コストの高騰

需要の増加（新事業立ち上げ含む）

国内外における移動制限、操業規制

原料、部品不足

需要の減少（事業縮小・廃止含む）

進出国における人件費の上昇

米中摩擦

脱炭素（気候変動）対応

貿易、投資関連協定動向（FTAなど）

通商環境の変化（米中摩擦以外）

人権リスク回避

その他

特段の理由はない

無回答

全体（n=1,080） 大企業（n=159） 中小企業（n=921）

（複数回答、％）

サプライチェーン見直しにおける課題やその取り組みコメントサプライチェーン見直し理由：企業規模別

（注）①nは見直し内容で「販売戦略の見直し」「調達の見直し」「生産の見直し」のいずれかを
選択した企業数。②選択できる見直し理由は各社最大3つまで。

◼ 国際輸送の混乱に関するコメント
「フレート高騰による調達ルートの国内回帰、外注製品の自社への取り込
みが必要」（ゴム製品）
「（コンテナ単位での受注から）ロットを小さくし積み合わせで輸出できる
対応に変更」（飲食料品）
「個別に注文に応じて日本から発送しているが、物流費の高騰などもあり、
（現地に）物流拠点を設けることを検討」（繊維・織物）
◼ 需要の増加に関するコメント
「販売増に伴う物流の効率化」（医薬品・化粧品）
「海外からの需要増に対して、国内生産体制の充実が急務」（電子部
品・デバイス）
「新型コロナの影響で需要減となっていたが、これからの需要回復に向けて、
商品の生産見通しを再度、慎重に検討」（飲食料品）
◼ 国内外における移動制限、操業規制に関するコメント
「ロックダウンなどで、人員や貨物の移動が不安定」（繊維・織物）
「新型コロナ感染拡大防止のための入国規制で現地に渡航できていない
ため、当該課題があるかどうか自体が現時点で分かっていない」（その他
製造業）
◼ 原料、部品不足に関するコメント
「原料入手が困難。価格も高騰。結果、納期も守れなくなっており、複数
購入先を確保しないと販売機会を失う」（プラスチック製品）
「電気部品の供給不足もあり、海外でも同等の電気部品を手に入れられ
るように準備をしておく」（その他製造業）

4

Ⅴ．海外ビジネスの見直し
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海外ビジネス人材の配置、大企業の半数以上が見直し

◼ 海外ビジネス人材の配置については、「見直す予定はない」が61.8％で最大だった。企業規模別では、中小企業は

「見直す予定はない」が66.2％だった一方、大企業は見直す企業が51.2％で、半数を超えた。

◼ 人材配置を見直す企業では、海外ビジネス人材の「採用」（47.6％）や「配置比率の拡大」（35.9％）とともに、

海外駐在員等の「拡大・新設」（21.9％）など、海外ビジネス人材の拡充に関する項目が上位を占めた。

（注）nは海外ビジネス人材配置見直し方針で「見直しに着手」を選択した企業数。

5

61.8

33.8

4.4

40.1

51.2

8.8

66.2

30.2

3.5

0 20 40 60 80

見直す予定はない

見直しに着手した

（あるいは1 年以

内に着手予定）

無回答 全体（n=1,745）

大企業（n=297）

中小企業（n=1,448）

（％）

（注）①nは本調査の回答企業総数。②「何らか見直
す」の比率は、100％から「何も見直さない」と「無回
答」の回答比率を引いて算出。

海外ビジネス人材の配置見直し内容：企業規模別海外ビジネス人材の配置見直し方針：企業規模別

47.6

35.9

21.9

9.3

8.3

6.9

6.1

1.9

9.8

2.7

40.1

36.2

40.8

17.1

10.5

10.5

6.6

2.6

11.2

0.7

50.2

35.8

15.3

6.6

7.5

5.7

5.9

1.6

9.4

3.4

0.0 20.0 40.0 60.0

海外ビジネス人材（日本人、高度外国人）の…

海外事業部門における人材の配置比率の拡大

海外駐在員・海外出向者の拡大・新設

海外駐在員・海外出向者の縮小・廃止

海外事業部門における人材の配置比率の縮小

海外駐在員・海外出向者の赴任期間の延長

海外ビジネス人員削減等合理化

海外駐在員・海外出向者の赴任期間の短縮

その他海外ビジネ人材の配置見直し

無回答

人材配置を見直す企
業全体（n=590）
大企業（n=152）

中小企業
（n=438）

（複数回答、％）

海外ビジネス人材（日本人、高度外国人）の採用

Ⅴ．海外ビジネスの見直し
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48.1

46.0

48.9

41.6

42.0

41.5

3.2

4.0

3.0

7.0

8.0

6.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=185）

大企業（n=50）

中小企業（n=135）

引き上げ 変更なし 引き下げ 無回答

35.3

31.6

37.4

47.6

53.7

44.3

4.1

3.2

4.6

13.0

11.6

13.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=269）

大企業（n=95）

中小企業（n=174）

半数近くが、現地労働者の実質賃金水準の引き上げへ

◼ 海外ビジネス人材の実質賃金水準見直しでは、国内勤務者は「変更なし」（70.7％）が大きい。一方、現地労働

者は「引き上げ」（48.1％）が「変更なし」（41.6％）を上回った。

◼ 海外ビジネス人材の実質賃金見直しに関する課題やその取り組みに関する自由記述からは、従来の賃金水準の引

き上げにおける課題に加え、コロナの影響による賃金水準見直しにおける苦悩のコメントがみられた。

海外ビジネス人材の実質賃金水準見直し方針：企業規模別

（注）nは海外ビジネス人材の実質賃金水準の見直し各項目を選択した企業数。

海外生産工場や店舗等における現地労働者

海外勤務の海外ビジネス人材（日本人、外国人）

16.5

7.0

17.5

70.7

83.1

69.4

2.1

1.4

2.2

10.7

8.5

11.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=764）

大企業（n=71）

中小企業（n=693）

国内勤務の海外ビジネス人材（日本人、外国人）

（％）

海外ビジネス人材の実質賃金水準見直しにおける
課題や、その取り組みに関するコメント

◼ 国内勤務の海外ビジネス人材に関するコメント

「コロナの影響で、（駐在員が）帰任できずに赴任期間を延長。そ

のための処置（が課題）。また、交代要員確保についても、希望

者が少なく、リスク手当てを含め賃金アップ」（商社・卸売）

「本来期待する海外出張がコロナで途絶えてしまっており、それ抜

きの実績評価がしにくい」（その他非製造業）

◼ 海外勤務の海外ビジネス人材に関するコメント

「コロナ禍での業務遂行や海外勤務地での治安悪化に対するハード

シップ（危険）手当ての見直しや基準作りが課題」（自動車部品）

「コロナ規制による営業停止期間中の給与削減幅（再開後に速やか

に稼働するために必要な人材をつなぎ止めるための給与設定）」

（その他サービス（旅行、娯楽等））

◼ 海外生産工場や店舗等における現地労働者に関するコメント

「新規雇用者の賃金が上昇し、古くから雇用している人材の賃金水

準に差が生じる」（アパレル）

「待遇の向上と規則の明確化で労働生産性をアップ」（金属製品）

「海外での人件費の上昇に伴う売上の確保が課題」（商社・卸売）

◼ その他に関するコメント

「在宅勤務が一般的になる中、『駐在』の意味を再定義する必要が

ある」（専門サービス（コンサルティング・法務等））

6

Ⅴ．海外ビジネスの見直し

（％）

（％）
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Ⅵ. デジタル技術の活用・DXの取り組み

～約3割の企業が取り組むDX、課題は人材確保～
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既に取り組んでおり、
成果を認識している, 

17.2

既に取り組んでいる
が、成果を認識してい

ない, 10.8

意義・必要性を理解してお
り、これから取り組む予定であ

る, 27.3

意義・必要性を理解し
ているが取り組んでいな
い, 32.1

意義・必要性がな
く、取り組んでいな
い, 10.2

無回答, 
2.3

DXの取り組み、17％が成果を認識1
◼ DXの取り組みでは、取り組んでいる企業は全体の28.0％。そのうち、成果まで認識している企業は17.2％、成果

の認識に至らない企業が10.8％。また、取り組んでいない企業の8割以上は、意義や必要性を認識している。

◼ 業種別にDXの取り組み状況をみると、通信・情報・ソフトウェア、金融・保険、運輸など非製造業で成果を認識して
いる業種が多い。一方、自動車・同部品ではこれから取り組む予定の企業が40.7％と多い。

DXの取り組み状況 DXの取り組み状況（業種別）

Ⅵ. デジタル技術の活用・DXの取り組み

（注）上位、下位5業種を掲載。

55.6

44.8

37.5

33.3

24.1

10.6

9.3

7.8

7.1

6

14.8

13.8

6.3

5.6

18.5

8.5

20.4

5.9

14.3

4

18.5 

27.6 

25.0 

25.0 

27.8 

21.8 

40.7 

35.3 

28.6 

34.0 

5.6 

6.9 

25.0 

27.8 

22.2 

44.4 

18.5 

33.3 

35.7 

40.0 

5.6

3.4

6.3

2.8

7.4

11.9

9.3

17.6

14.3

12.0 

0.0 

3.4 

0.0 

5.6 

0.0 

2.7 

1.9 

0.0 

0.0 

4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通信・情報・ソフトウェア(n=54)

金融・保険(n=29)

専門サービス(n=32)

運輸(n=36)

建設(n=54)

飲食料品(n=293)

自動車・同部品／その他輸…

小売(n=51)

窒業・土石(n=14)

医療品・化粧品(n=50)

既に取り組んでおり、成果を認識している
既に取り組んでいるが、成果を認識していない
意義・必要性を理解しており、これから取り組む予定である
意義・必要性を理解しているが取り組んでいない
意義・必要性がなく、取り組んでいない
無回答

…

n=1,745

29.3

14.7

13.8

22.9

18.2

9.3

11.8

9.1

30.6

26.6

26.1

29.2

15.2

35.6

34.6

28.0

2.4

11.8

10.7

9.3

4.4

1.9

2.8

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大企業(n=297)

中小企業(n=1,448)

製造業(n=1,098)

非製造業(n=647)

自動車・同部品／その他輸送機器(n=54)

(%)
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コロナ後にDXを加速も、達成には道のり2
◼ 既にDXに取り組む企業のうち、開始時期については2020年以降に開始した企業が全体の47.0％となり、約半数

の企業が、コロナ後にDXに着手したことがわかる。

◼ 一方、達成度合いをみると25％未満が約半数となり、ほとんどの企業が達成できていない実情が明らかとなった。
76％以上達成していると回答した企業は全体の5.9%にとどまった。

Ⅵ. デジタル技術の活用・DXの取り組み

2019年以前, 

51.52020年, 

33.3

2021年, 

13.7

無回答, 1.4

0 ％, 1.8

1 ～25％, 

43.1

26～50％, 

27.2

51～75％,

15.7

76～99％, 4.9

100 ％, 1.0

DXの開始時期 DXの達成度合い

n=489

DXに取り組む企業のうち、
コロナ後に着手と回答した

企業は47.0％

（注）nはDXに既に取り組んでいると回答した企業。

n=489

2.1

1.4

45.7

39.6

25.9

29.0

15.6

15.9

3.2

7.2

0.7

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業（n=282）

非製造業（n=207）

（注）nはDXに既に取り組んでいると回答した企業。

(%)
(%)
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DX推進のねらいは業務効率化が首位3
◼ DXに取り組むねらいを、既に取り組んでおり成果を認識している企業、既に取り組んでいるが成果を認識していない

企業、これから取り組む予定の企業、の段階別に尋ねたところ、3位以下に差がみられた。

◼ これからDXに取り組む予定の企業は「業務効率化・最適化」、「業務プロセスや進捗状況の可視化」に加え、「マーケ

ティングの強化・販売先の拡大」や「製品・サービス改善、高付加価値化」などを視野に入れる。

Ⅵ. デジタル技術の活用・DXの取り組み

DX推進のねらい

77.3

60.3

55.0

51.0

44.0

34.0

30.0

0 20 40 60 80

業務の効率化・最適

化

業務プロセスや進捗状

況の可視化

組織内コミュニケーショ

ンの活性化

製品・サービスの改善、

高付加価値化

マーケティングの強化・

販売先の拡大

個々の顧客ニーズに応

じた製品・サービスの…

賃金上昇や労働力不

足への対処

成果を認識

(n=300)

(複数回答、％)

79.9

55.0

46.0

40.7

34.4

33.3

32.3

0 20 40 60 80

業務の効率化・最

適化

業務プロセスや進捗

状況の可視化

製品・サービスの改

善、高付加価値化

組織内コミュニケー

ションの活性化

マーケティングの強

化・販売先の拡大

賃金上昇や労働力

不足への対処

熟練技術の「見える

化」・継承

成果を認識

していない

(n=189)

(複数回答、％)

68.9

49.6

42.9

41.0

37.6

25.6

24.8

0 20 40 60 80

業務の効率化・最

適化

業務プロセスや進捗

状況の可視化

マーケティングの強

化・販売先の拡大

製品・サービスの改

善、高付加価値化

組織内コミュニケー

ションの活性化

賃金上昇や労働力

不足への対処

熟練技術の「見える

化」・継承

これから取

り組む予定

(n=476)

(複数回答、％)

個々の顧客ニーズに応じ
た製品・サービスの提供

既に取り組んでおり、
成果を認識している

既に取り組んでいるが、
成果を認識していない これから取り組む予定

（注）上位7項目のみ掲載。
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DX推進の課題は人材確保、対応する企業の声も4
◼ DX推進の課題については、人材不足をあげる企業が最も多い。コメントからは、コロナ禍での売り上げ縮小により人

件費を増やせないといった声も聞かれた。専任担当者のアサインや、高度外国人材の採用など各社対応が迫られる。

◼ そのほか、コスト面（費用対効果が見込めないなど）や情報・知見の不足、社内の理解不足を課題とする企業の声

と対応策が聞かれた。

Ⅵ. デジタル技術の活用・DXの取り組み

DX推進の課題と課題に対応する企業のコメント

課題に対応する企業の声

• 越境ECに対応したスキルを持つ人材が極度に不足。一部外注
化などを進めている。（農林水産業）

• DX人材の採用難に対し、タイの高度海外人材を採用した（建設）

• 技術者等人材の不足が主たる課題であり、専任担当者を抜擢
し、集中対応をしている。毎月、進捗・成果を発表し、課題
があればそれに対するアクションを実施している（その他製
造業）

• 導入や運用面でのコスト高に関しては、売り上げの増加に寄
与できるシステムの導入が望ましい（商社・卸売）

• 人材、コスト、費用対効果など多面に亘って課題が多いため、
優先順位を付けて、出来るものから進めるようにしている
（一般機械）

• 育成も兼ねてプロジェクトを立ち上げ、外部専門家（コンサ
ル）のファシリテーションのもと進めている（一般機械）

• 高専や理系大学の新入社員やプログラミング経験者を対象に
DX研修を実施し、社内である程度のプログラミングができる
体制を構築すると同時に、社外のパートナー企業とも協力し
て対応している（化学）

• 社内理解促進のため、まずは部門横断的な勉強会を実施し、
各部署それぞれが「DXが必要」と感じられる状況を醸成して
いる（飲食料品）

• 経営層を含めてDXに対する認識が不足しているため、外部研
修などを実施して意識改革から取り組んでいる（化学）

課題未解決の企業の声

• デジタル人材の不足により、効果的なマーケティングが出来て
いない。今年度よりSNSを活用した商品発信に力を入れており、
成果を見込んでいる（情報・ソフトウェア）

• コロナ禍で売上げが縮小したので、今から人件費を増やすだけ
の余裕がない（アパレル）

• 採用する人材が本当に有効なDXを行えるのかが不明（商社・
卸売）

• 運用やメンテナンスといったランニングコストの増大（情報通
信機械器具）

• 様々なシステムが複雑に関係しあっているため、新しいシステ
ムを導入しようとすると、複雑な構造を必要とするため、コス
トの割りに成果には限界があり、悩ましい状況（商社・卸売）

• 中小企業ゆえに使えそうなシステムなどがわからない（飲食料
品）

• まだ事例が少ないのでどういった運用が効果的か検討をするの
が難しい（飲食料品）

• 具体的な施策を検討していないので、課題は今後発生するので
相談できる機関等を把握して情報を集めたい（建設）

• 社内理解が進んでいないため、担当者が独断の範囲で推進して
いる。そのため、どうしても大きな動きにならず、局所的な改
善に留まっている（印刷・同関連）

• 小さな規模の会社ではまず社長がやって見せて社員に浸透させ
ていくしかないと感じる（飲食料品）

人材

コスト

情報/知見

社内理解
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DX推進は、外部と連携する企業ほど成果の認識高く5
◼ DXの推進は、組織内のみで行っている企業が51.4％と半数以上を占める。そのほか、「国内の企業・機関と連

携したDXの推進」は34.3％、「海外の企業・機関と連携したDXの推進」は9.1％となった。

◼ 連携の度合いと成果の認識度合いを見ると、組織内でのみでDXを推進する企業よりも、国内、海外で連携して
DXを行う企業のほうが成果を認識している度合は高い。

Ⅵ. デジタル技術の活用・DXの取り組み

DX推進のための連携手段（予定含む）

（注）nは既にDXに取り組んでいるまたは意義・必要性を理解し
ていると回答した企業。国内と海外の連携のみ複数回答。

27.8

38.7

45.5

20.0

22.4

15.9

52.2

39.0

38.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

組織内のみ

(n=496)

国内の企業・機関と連携

(n=331)

海外の企業・機関と連携

(n=88)

既に取り組んでおり、成果を認識している

既に取り組んでいるが、成果を認識していない

意義・必要性を理解しており、これから取り組む予定である

（注）nは既にDXに取り組んでいるまたは意義・必要性を理解してい
ると回答した企業。

連携手段と成果の認識度合い

51.4

34.3

9.1

9.4

40.9

40.9

13.8

12.1

54.7

32.2

7.6

8.6

0 20 40 60

組織内のみでDXを推進し

ている

国内の企業・機関と連携

したDXを推進している

海外の企業・機関と連携

したDXを推進している

無回答

全体(n=965)

大企業(n=232)

中小企業(n=733)

(%)
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DXの連携先は展示会などで発掘する企業が半数6
◼ 連携先の属性／模索方法では、「展示会やイベントへの参加(オンライン含む）」が最も多く、半数を超えた。中

小企業では「ジェトロ等公的機関事業への参加」を活用する企業が30.1％ある。

◼ 連携先の属性／模索方法を国内と海外でみると、2位以下に違いがみられ、国内での連携先の模索方法の2位
は「大学など研究機関との産学連携を活用」、海外では「海外子会社、パートナーを通じた紹介」となった。

Ⅵ. デジタル技術の活用・DXの取り組み

51.1

24.1

23.8

22.2

19.3

18.5

17.2

40.4

29.4

8.3

25.7

25.7

18.3

12.8

55.4

21.9

30.1

20.8

16.7

18.6

19.0

0 20 40 60

展示会やイベントへの参加（オ

ンライン含む）

海外子会社、パートナーを通じ

た紹介

ジェトロ等公的機関の事業への

参加

大学など研究機関との産学連携

を活用

新規事業部の設立

外部専門家を採用

SNS を用いた関心企業へのアプ

ローチ

全体(n=378)

大企業(n=109)

中小企業(n=269)

(複数回答、％)

連携先の属性／模索方法

（注）nはそれぞれの連携方法を選択した企業。上位5項目のみ掲載。

海外の企業・機関と連携先を模索（n=88）

1 展示会やイベントへの参加 56.8

2 海外子会社、パートナーを通じた紹介 51.1

3 ジェトロ等公的機関の事業への参加 31.8

4 SNS を用いた関心企業へのアプローチ 22.7

5 新規事業部の設立 20.5

国内の企業・機関と連携先を模索（n=331）

1 展示会やイベントへの参加 50.2

2 大学など研究機関との産学連携を活用 24.5

3 ジェトロ等公的機関の事業への参加 23.9

4 海外子会社、パートナーを通じた紹介 20.8

5 外部専門家を採用 19.9

（注）nはDX推進のために国内外企業との協業・連携を実施（予定含
む）していると回答した企業。上位7項目のみ掲載。

連携先の属性／模索方法

（複数回答、％）
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Ⅶ. 人権への取り組み

～人権方針策定・検討へ、節目となった2021年～
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17.8

20.3

4.4

32.0

21.3

4.2

48.1

16.2

3.7

15.5

9.4

7.1

11.6

21.1
4.5

35.4

23.8

3.6

方針を策定し、外部向けに公開している

方針を策定しているが、外部向けには公開していない

方針を策定していないが、1 年以内に策定予定

方針を策定していないが、数年以内の策定を検討中

今後も方針を策定する予定はない

無回答

0 10 20 30 40 50

全体（n＝1,745）

大企業（n=297)

中小企業（n=1,448)

人権尊重の方針、36.4％が策定予定・検討中

◼ 人権尊重の方針について、38.1％が「策定している」と回答。他方、方針を策定していない企業が6割を占めたが、

「1年以内に策定予定」と「数年以内の策定を検討中」を合わせると、36.4％が策定を予定・検討中。

◼ 方針策定済み企業の割合は、大企業で64.3％だった一方、中小企業では32.7％と、企業規模による差が大き

い。

人権尊重方針の策定・公開状況

（注）nは回答企業総数。

方針を策定
している, 

38.1

方針を策定する
予定・検討中, 

36.4

方針を策定

する予定は

ない, 21.3

無回答, 4.2（％）

1

38.1 

64.3 

32.7 

49.9 

32.7 

29.3 

18.0 

36.4

19.2

39.9

30.2

35.7

41.7

48.0

21.3 

9.4 

23.8 

15.7 

26.5 

25.1 

30.0 

4.2

7.1

3.6

4.2

5.1

3.9

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,745)

大企業（n=297)

中小企業（n=1,448)

海外進出企業(n=738)

国内企業(n=98)

輸出企業(n=816)

輸入企業(n=50)

方針を策定している 方針を策定する予定・検討中 方針を策定する予定はない 無回答

Ⅶ．人権への取り組み

【全体】

（n=1,745）

（％）

【企業規模・形態別】
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自動車、繊維は1年以内に策定予定が1割2
◼ 人権方針策定済み企業は、製造業では窯業・土石、化学、情報通信機械/電子部品・デバイス、非製造業で

は金融・保険、建設で5割以上。自動車・同部品や繊維/アパレルでは、「1年以内に策定予定」も多い。
人権尊重方針の策定・公開状況（業種別）

（％）

Ⅶ．人権への取り組み

(注)nは回答企業総数。

18.2

28.6

25.5

29.7

29.6

14.8

22.3

18.6

15.8

16.0

20.8

21.1

10.7

11.9

19.0

17.2

44.8

29.6

16.7

17.6

18.8

19.6

19.4

11.1

21.4

35.7

27.5

21.6

14.8

29.6

20.0

22.1

24.6

24.0

18.9

16.2

25.0

21.8

9.5

18.4

17.2

27.8

24.1

17.6

15.6

13.7

11.1

18.0

4.3

5.4

14.8

3.8

4.7

7.0

5.7

2.8

12.5

3.4

4.5

3.7

7.4

3.9

6.3

2.0

5.6

4.8

31.8

14.3

27.5

29.7

27.8

33.3

32.3

27.9

33.3

32.0

26.4

34.5

30.4

34.5

33.3

32.5

6.9

20.4

29.6

34.3

34.4

35.3

41.7

35.3

19.8

21.4

19.6

8.1

9.3

18.5

19.2

22.1

15.8

24.0

20.8

19.7

17.9

22.5

28.6

24.0

20.7

14.8

20.4

21.6

25.0

29.4

13.9

27.7

4.6

5.4

3.7

3.7

2.3

4.7

3.5

4.0

7.5

5.6

3.6

5.8

9.5

3.6

10.3

3.7

1.9

4.9

8.3

3.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

■製造業全体(n=1,098)

窯業・土石(n=14)

化学(n=51)

情報通信機械／電子部品・デバイス(n=37)

自動車・同部品／その他輸送機器(n=54)

精密機器(n=54)

鉄鋼／非鉄金属／金属製品(n=130)

一般機械(n=86)

石油・プラスチック・ゴム製品(n=57)

医療品・化粧品(n=50)

電気機械(n=53)

その他の製造業(n=142)

繊維・織物／アパレル(n=56)

飲食料品(n=293)

木材・木製品／家具・建材／紙ﾊﾟﾙﾌﾟ(n=21)

■非製造業全体(n=647)

金融・保険(n=29)

建設(n=54)

通信・情報・ソフトウェア(n=54)

その他の非製造業(n=102)

専門サービス(n=32)

小売(n=51)

運輸(n=36)

商社・卸売(n=289)

方針を策定し、外部向けに公開している 方針を策定しているが、外部向けには公開していない 方針を策定していないが、1 年以内に策定予定

方針を策定していないが、数年以内の策定を検討中 今後も方針を策定する予定はない 無回答

方針を策定している
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調達先への労働者の権利・安全衛生方針の準拠要請状況（方針策定企業）

人権方針を有する企業の6割超、調達先へも準拠要請

◼ 人権方針を有する企業のうち、自社の調達先企業へ労働者の権利・安全衛生方針への準拠を求める企業は

65.4％を占めた。

◼ 準拠を求めている調達先としては、国内の調達先が81.6％、海外の調達先が26.0％。

25.6

22.9

17.0

9.0

19.7

5.9

準拠を求め、必要に応じ、改善指導や取引停止も行う

準拠を求めるが、問い合わせ、調査による状況把握のみ

準拠を求めるが、状況把握には至っていない

準拠を求めていないが、問い合わせを行ったことがある

準拠を求めておらず、問い合わせも行ったことがない

無回答

0 10 20 30（％）

（n=665）

(注) nは調達先への労働者の権利・安全衛生方針の準拠を求めてい
ると回答した企業数。

（％）

3

方針を策定
している, 

38.1

方針を策定する予
定・検討中, 36.4

方針を策定す
る予定はない, 
21.3

無回答, 4.2

人権尊重方針の

策定状況

65.4％

（複数回答、％）

準拠を求めている調達先

81.6

26.0

10.6

6.9

国内の調達先

海外の調達先

無回答

0 20 40 60 80

（n=435）

（調達先所在地：中国、ベトナム等）

（n=1,745）

(注)nは回答企業総数。

(注) nは「方針を策定し、外部向けに公開している」「方針を策定しているが、
外部向けには公開していない」と回答した企業数。

Ⅶ．人権への取り組み

調達先のさらにその調達先にも
準拠を求めている
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3割の企業、顧客から人権方針への準拠を求められる

◼ 国内外の顧客から人権尊重方針への準拠を求められた企業は、全体の31.3％。関連の問い合わせを受けた企業

を含めると、計4割が人権対応において顧客から一定の関与を受けている。

◼ 顧客から方針準拠要請を受けている企業のうち、人権尊重方針を策定済みの企業は66.7％に上る。

12.6

12.1

6.5

9.3
49.9

9.6

準拠を求められ、問題がある場合、改善指導や
取引停止など

準拠を求められているが、問い合わせによる状況
把握のみ

準拠を求められているが、実際の状況把握はない

準拠を求められていないが、関連の問い合わせは
あった

準拠を求められておらず、関連の問い合わせもな
い

無回答

0 10 20 30 40 50

31.3％

(注) nは「準拠を求められている」と回答した企業数。

顧客の労働者の権利・安全衛生方針への準拠状況

方針準拠を求められた顧客

69.8

28.2

13.7

11.0

0 20 40 60 80

国内の顧客

海外の顧客

無回答

（複数回答、％）

顧客から自社の
調達先にも

準拠を求められた

4

60.8 

28.8 

8.9 
1.5 

方針を策定している 方針を策定する予定・検討中

方針を策定する予定はない 無回答

66.7 
24.5 

7.5 
1.3 

【企業規模別】

83.6 

12.1 
3.6 0.7 

大企業 中小企業

顧客から方針準拠を求められている

企業の人権尊重方針策定状況

(注) nは「準拠を求められている」と回答した企業数。

（顧客所在地：北米、欧州、アジア）

Ⅶ．人権への取り組み

（n=546）

（n=1,745）

（％）

(注)nは回答企業総数。

（n=546）

（n=140） （n=406）
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自動車、化学では5割以上、顧客が方針準拠を要請

(注)nは回答企業総数。

顧客の労働者の権利・安全衛生方針への準拠状況（業種別）

5

Ⅶ．人権への取り組み

（％）
準拠を求めている

14.2

14.8

15.7

19.0

19.3

21.6

35.7

19.6

18.5

14.8

6.9

10.5

14.3

14.0

5.7

9.9

25.9

13.0

6.9

7.3

5.9

13.8

8.3

15.6

14.5

31.5

25.5

19.0

19.3

16.2

14.3

16.7

13.4

15.4

11.6

10.6

8.0

13.2

8.2

18.5

13.0

9.8

7.3

3.9

6.9

2.8

5.7

7.4

9.8

9.5

5.3

5.4

7.1

7.1

5.6

4.9

9.2

7.0

4.1

2.0

1.9

7.9

3.7

7.4

8.8

9.0

11.8

8.3

3.1

11.0

16.7

11.8

9.5

12.3

13.5

5.4

11.1

8.5

15.4

14.0

10.2

4.0

13.2

6.3

3.7

9.3

3.9

7.3

3.9

16.7

3.1

44.8

20.4

23.5

42.9

35.1

35.1

50.0

46.4

38.9

44.4

47.7

48.8

51.9

60.0

45.3

58.4

38.9

50.0

56.9

63.7

64.7

51.7

47.2

71.9

9.7

9.3

13.7

8.8

8.1

7.1

7.1

9.3

14.1

5.4

8.1

8.9

12.0

20.8

9.3

9.3

7.4

13.7

5.5

9.8

27.6

16.7

6.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

■製造業全体(n=1,098)

自動車・同部品／その他輸送機器(n=54)

化学(n=51)

木材・木製品／家具・建材／紙ﾊﾟﾙﾌﾟ(n=21)

石油・プラスチック・ゴム製品(n=57)

情報通信機械／電子部品・デバイス(n=37)

窯業・土石(n=14)

繊維・織物／アパレル(n=56)

精密機器(n=54)

その他の製造業(n=142)

鉄鋼／非鉄金属／金属製品(n=130)

一般機械(n=86)

飲食料品(n=293)

医療品・化粧品(n=50)

電気機械(n=53)

■非製造業全体(n=647)

建設(n=54)

通信・情報・ソフトウェア(n=54)

その他の非製造業(n=102)

商社・卸売(n=289)

小売(n=51)

金融・保険(n=29)

運輸(n=36)

専門サービス(n=32)

準拠を求められ、問題がある場合、改善指導や取引停止などの措置が明示されている
準拠を求められているが、問い合わせ、調査による状況の把握のみにとどまり、改善指導や取引停止などの措置は明示されていない
準拠を求められているが、実際の状況の把握は行われていない
準拠を求められていないが、関連の問い合わせ、調査が行われたことがある
準拠を求められておらず、関連の問い合わせ、調査のいずれも行われたことがない
無回答
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課題は、取り組み方法の把握、人員・予算不足

◼ 海外で人権を尊重するサプライチェーン構築する上での課題としては、「具体的な取り組み方法がわからない」

（23.7％）、「十分な予算を確保できない」（23.3％）、「一社だけでは解決できない複雑な問題がある」

（15.4％）が上位3項目に挙がった。

海外で人権を尊重するサプライチェーンを構築する上での課題

23.7

23.3

15.4

12.8

11.7

9.5

8.8

7.2

6.0

5.3

5.3

5.2

1.3

2.2

27.6

15.3

0 10 20 30

具体的な取り組み方法がわからない

十分な人員・予算を確保できない

一社だけでは解決できない複雑な問題がある

社内（日本国内）の従業員における人権尊重の重要性への理解が不足している

優先すべき人権の内容がわからない

サプライチェーン構造が複雑で、範囲の特定が難しい

経営層における人権尊重の重要性への理解が不足している

海外進出先の従業員における人権尊重の重要性への理解が不足している

事業領域が広く、範囲の特定が難しい

国内の取引先企業における人権尊重の重要性への理解が不足している

海外の取引先企業における人権尊重の重要性への理解が不足している

日本の政府・公的機関による企業への人権尊重促進の支援が不足している

海外進出先特有の事情がある

その他

特にない

無回答

（複数回答、％）

（n=1,745）
(注)nは回答企業総数。

6

◼ 全般的な情報不足
◼ 海外調達先の状況がわからない。
◼ 今後取り組んでいく上で課題が

明確になると思う
◼ 今期から動き始めた
◼ 調達先の選定において人権項目

を判断材料としている。そのプロセ
スを海外取引先にも明らかにして
いる。

◼ 進出した後に検討する。

課題に関するコメント（一部抜粋）

Ⅶ．人権への取り組み
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Ⅷ. 環境、SDGsへの取り組み

～規模、業種ごとに差はあるが、取り組みは加速する兆し～
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脱炭素化への取り組み、大企業と中小企業で大きな差

国内における脱炭素化への取り組み状況

1

40.0 

68.0 

34.4 

51.5 

36.0 

30.6 

26.7 

35.7 

23.5 

38.1 

31.7 

40.4 

38.3 

40.0 

24.3

8.5

27.5

16.8

23.6

31.1

33.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,630)

大企業(n=272)

中小企業(n=1,358) 

海外進出企業(n=691)

国内企業(n=89)

輸出企業(n=765)

輸入企業(n=45)

23.1 

39.2 

15.4 

37.3 

37.3 

37.3 

39.6

23.4

47.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=490)

大企業(n=158)

中小企業(n=332）

すでに取り組んでいる

まだ取り組んでいないが、今後取り組む予定がある

取り組む予定はない

海外における脱炭素化への取り組み状況

脱炭素化の取り組み内容（検討中含む）

69.0 

57.1 

54.0 

48.4 

24.6 

28.6 

19.8 

9.5 

0.0 

2.4 

1.6 

63.3 

57.5 

42.2 

29.3 

24.5 

22.1 

14.6 

4.8 

2.0 

3.4 

1.4 

0 20 40 60 80

省エネ・省資源化

環境に配慮した新製品の開発

再エネ・新エネ電力の調達

社会貢献活動（環境活動）の実施

エネルギー源の電力化

社員の移動制限など

調達先企業への脱炭素化の要請

市場からの排出削減のクレジット購入

原子力発電からの電力の利用

その他

無回答

大企業(n=126)

中小企業(n=294)

(複数回答、%)n=420

10ポイント
以上の差

（海外における取り組みの設問に回答した海外進出企業のみ／
規模別）

（規模別・形態別）

(注)ｎは回答企業数から「無回答」を除いた企業数。

(注)ｎは回答企業数から「無回答」を除いた企業数。

(注)ｎは「すでに取り組んでいる」または「まだ取り組んでいないが、今後
取り組む予定がある」と回答した企業数。

◼ 国内では全体の4割が「すでに取り組んでいる」と回答。大企業（68.0％）に比べ、中小企業（34.4％）における

取り組む企業の割合が低い。また、海外における取り組みは、国内に比べて遅れている。

◼ 取り組み内容では、「再エネ・新エネ電力の調達」および「社会貢献活動の実施」の項目では大企業と中小企業に

10ポイント以上の差があり、収益性などが中小企業のボトルネックとなっていると考えられる。

Ⅷ. 環境、SDGsへの取り組み
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国内では「金融・保険」の7割強がすでに取り組む

脱炭素化への取り組み状況

2

41.4

37.5

74.1

69.2

55.8

54.8

52.9

51.9

50.6

50.0

48.9

48.6

37.1

33.3

11.1

15.4

32.7

32.3

33.3

42.6

35.8

36.5

27.7

28.6

21.5

29.1

14.8

15.4

11.5

12.9

13.7

5.6

13.6

13.5

23.4

22.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■製造業(n=1,033)

■非製造業(n=597)

金融・保険(n=27)

窯業・土石(n=13)

自動車・同部品／その他輸送機…

運輸(n=31)

化学(n=51)

石油・プラスチック・ゴム製品…

一般機械(n=81)

建設(n=52)

電気機械(n=47)

情報通信機械／電子部品・デバ…

すでに取り組んでいる

まだ取り組んでいないが、今後取り組む予定がある

取り組む予定はない

25.5

19.0

34.9

33.3

30.8

30.0

28.6

27.3

26.7

26.1

25.0

23.3

38.2

35.9

25.6

37.0

23.1

40.0

57.1

18.2

20.0

56.5

37.5

40.0

36.3

45.1

39.5

29.6

46.2

30.0

14.3

54.5

53.3

17.4

37.5

36.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■製造業(n=306)

■非製造業(n=184)

一般機械(n=43)

化学(n=27)

医療品・化粧品(n=13)

情報通信機械／電子部品・デバイス
(n=10)

自動車・同部品／その他輸送機器
(n=28)

金融・保険(n=11)

電気機械(n=15)

石油・プラスチック・ゴム製品(n=23)

飲食料品(n=24)

その他の非製造業(n=30)

海外進出企業による脱炭素化への取り組み状況

(注)ｎは、回答企業数から「無回答」を除いた企業数。n≧10の業種のみ。

（上位10業種）

国内 海外

石油・プラスチック・ゴム製品
(n=54)

情報通信機械／電子部品・デバイス
(n=35)

自動車・同部品／その他輸送機器
(n=52)

（上位10業種）

◼ 製造業と非製造業を比較すると、炭素排出量が多い製造業の方がやや取り組みが進む。

◼ 国内における脱炭素化への取り組みにおいて「すでに取り組んでいる」と答えた企業は「金融・保険」が74.1％と最も

高かった。グリーンファイナンスの実施、炭素排出関連事業への融資や保険引き受けを制限する動きがある。海外進

出企業による海外における脱炭素化への取り組みでは、「一般機械」が34.9％と最も高かった。

Ⅷ. 環境、SDGsへの取り組み
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顧客からの取り組み要請、業種により差3

海外の顧客からの脱炭素化の方針への準拠

2.7

6.4
3.8

9.1

68.7

9.3

準拠を求められ、問題がある場合、改善指導や取引停止などの措
置が明示されている
準拠を求められているが、問い合わせ、調査による状況の把握のみ
にとどまり、改善指導や取引停止などの措置は明示されていない
準拠を求められているが、実際の状況の把握は行われていない

準拠を求められていないが、関連の問い合わせ、調査が行われたこ
とがある
準拠を求められておらず、関連の問い合わせ、調査のいずれも求め
られたことがない
無回答

(%)

「準拠を求められてい
る」企業は、

12.9 ％

海外の顧客からの脱炭素化の方針への準拠（上位5業種）

準拠を求められ、問題がある場合、
改善指導や取引停止などの措置が明示されている

自動車・同部品／その他輸送機器(n=54) 7.4

窯業・土石(n=14) 7.1

金融・保険(n=29) 6.9

情報通信機械／電子部品・デバイス(n=37) 5.4

石油・プラスチック・ゴム製品(n=57) 5.3

準拠を求められているが、問い合わせ、調査による状況の把握のみにとどま
り、改善指導や取引停止などの措置は明示されていない

化学(n=51) 21.6

自動車・同部品／その他輸送機器(n=54) 16.7

情報通信機械／電子部品・デバイス(n=37) 10.8

繊維・織物／アパレル(n=56) 10.7

石油・プラスチック・ゴム製品(n=57) 10.5

準拠を求められているが、実際の状況の把握は行われていない

窯業・土石(n=14) 14.3

木材・木製品／家具・建材／紙ﾊﾟﾙﾌﾟ(n=21) 9.5

自動車・同部品／その他輸送機器(n=54) 9.3

化学(n=51) 7.8

一般機械(n=86) 5.8

n=1,745
（％）

◼ 約7割の企業が、「準拠を求められておらず、関連の問い合わせ、調査のいずれも求められたことがない」と回答。

◼ 「準拠を求められている」企業の割合は12.9％にとどまる。しかし、輸送機器、窯業・土石、情報通信機械／電子

部品・デバイス、化学など、製造業の一部業種では、一定程度の割合の企業がすでに準拠を求められている。

Ⅷ. 環境、SDGsへの取り組み
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79.3

56.1

53.5

52.9

52.4

0 20 40 60 80

金融・保険(n=29)

石油・プラスチック・ゴム製品(n=57)

一般機械(n=86)

化学(n=51)

木材・木製品／家具・建材／紙パルプ…

(%)

SDGs実現への取り組みは「脱炭素化」中心

国内外でSDGsの実現貢献への取り組み状況（規模別・形態別） 国内外でSDGsの実現に貢献するための取り組み（業種別）

4

41.1

66.0

36.0

16.4 

11.1 

17.5 

20.3

9.1

22.7

8.5

3.4

9.5

9.2

5.1

10.1

4.4

5.4

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,745)

大企業(n=297）

中小企業(n=1,448)

49.5

36.4

29.6

20.0

16.1 

15.8 

18.4 

20.0 

16.4

22.9

28.6

22.0

6.6

10.3

5.1

16.0

6.9

10.9

11.2

14.0

4.5

3.7

7.1

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

海外進出企業(n=738)

輸出企業(n=816)

国内企業(n=98)

輸入企業(n=50)

「取り組んでいる」と答えた割合が高い業種（上位5業種）

SDGsの実現に貢献するための取り組み内容（一部）

• 再生可能エネルギーの導入
• 環境負荷の低い製品の開発
• カーボンニュートラル目標設定、クレジット購入

• リユース製品の活用、パッケージの見直し
• 循環型のものづくり
• 生産性、省エネ性の高い機械設備の導入

• 工場など職場の環境改善
• 働き方改革

木材・木製品／家具・建材／紙パルプ
(n=21)

取り組んでいる
取り組んでいないが、具体的な取り組みを検討中
取り組んでいないが、将来的に（今後数年のうちに）取り組むことを検
討中

当面、取り組む予定はない
わからない
無回答

◼ 大企業では約7割がすでに「取り組んでいる」と回答し、検討中を含めると86.2％に上る。他方、中小企業では「取

り組んでいる」企業は4割弱にとどまるが、検討中の企業が約4割とSDGs実現への関心の高さがうかがえる。

◼ SDGsの具体的な取り組みとしては、「省エネ」「再生可能エネルギー導入」「環境負荷軽減」「環境対応製品開発」

「リサイクル」など、「7：エネルギー」「12：つくる責任つかう責任」「13：気候変動」への取り組みを行う企業が多い。

Ⅷ. 環境、SDGsへの取り組み



Copyright © 2022 JETRO. All rights reserved. 65

29.3

23.4

23.0

19.5

17.2

13.3

12.5

9.0

8.2

7.8

5.1

12.1

35.4

32.5

15.3

23.0

22.0

9.8

6.3

13.7

13.1

7.3

3.2

6.0

0 10 20 30 40

十分な人員・予算を確保できない

従業員におけるSDGsの重要性への理解が不足（日本国内）

特にない

事業活動とSDGsとを関連付けることが難しい

具体的な取り組み方法がわからない

事業領域が広く、範囲の特定が難しい

従業員におけるSDGsの重要性への理解が不足（海外進出先）

日本の政府・公的機関による企業へのSDGs促進の支援が不足

経営層におけるSDGsの重要性への理解が不足している

海外進出先で重視すべきSDGs分野がわからない

その他

無回答

大企業(n=256)

中小企業(n=1,103)

人員・予算不足、理解不足が課題

本業のビジネスを通じてSDGsの実現に貢献する上での課題

5
◼ 本業のビジネスを通じてSDGsの実現に貢献する上での課題として、大企業の29.3％、中小企業の35.4％が

「十分な人員・予算を確保できない」と回答し、最も高かった。大企業に比べ、中小企業に課題が多い。

◼ 他方、「特にない」と回答した企業も、大企業で23.0％、中小企業で15.3％と上位だった。

(複数回答、%)

(注)本業のビジネスを通じてSDGsの実現に貢献する上での課題に関して、該当する項目を3つまで選択。

Ⅷ. 環境、SDGsへの取り組み
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19.9

15.7

12.0

7.8

7.2

4.8

4.8

4.2

3.6

6.0

13.9

25.2

13.6

12.6

2.8

12.6

7.1

2.1

6.9

2.2

3.5

11.5

0 10 20 30

十分な人員・予算を確保できない

従業員のSDGsの重要性への理解が不足（日本国内）

事業活動とSDGsとを関連付けることが難しい

事業領域が広く、範囲の特定が難しい

具体的な取り組み方法がわからない

日本の政府等による企業へのSDGs促進の支援が不足

従業員のSDGsの重要性への理解が不足（海外進出…

経営層におけるSDGsの重要性への理解が不足

海外進出先で重視すべきSDGs分野がわからない

その他

無回答
大企業(n=166)

中小企業(n=868)

費用対効果、コスト増が最大の課題

本業のビジネスを通じてSDGsの実現に貢献する上での最大の課題

6

(%)

◼ SDGsへの取り組みに伴うコスト増を吸収できない
（飲食料品、中小企業）

◼ 調達コストアップにつながる。商品コストの増加を
客先に転嫁できない（繊維、中小企業）

◼ SDGsの世界基準のFSC認証制度を取得したいが、
価格が高い（木材・木製品、中小企業）

◼ 開発部門のリソース不足（製造業その他、大企業）
◼ 金融機関の協力を得られない（電子部品・デバイス、

大企業）

◼ SDGsへの対応が消費者の動向に結びついていない

（プラスチック製品、中小企業）
◼ 客先での情報収集や情報開示が難しい（電気機械、
中小企業）

◼ 定量的な指標などの評価方法の確立が難しい（製造
業その他、大企業）

◼ 環境対応製品の原材料の選択肢が少ない（プラス
チック製品、中小企業）

◼ SDGsの実現につながる製品の調達が難しい、仕入
先が見つからない（商社・卸売、大企業）

◼ 収益性との両立が難しい（商社・卸売、中小企業）

課題への具体的なコメント（一部）

(注)本業のビジネスを通じてSDGsの実現に貢献する上での課題として選んだ3項目から、最大の課題を1つ選択。

◼ 費用対効果や人材の面で取り組みが進まないことが最大の課題と回答した企業の割合が大企業で19.9％、中

小企業で25.2％と最も高かった。日本や海外進出先の政府、金融機関の協力が得づらいという声も。

◼ 社内の従業員のみならず、顧客・消費者など自社のターゲット層の理解や関心が低く、優先度が上がらない。

従業員のSDGsの重要性への理解が不足（海外進出先）

Ⅷ. 環境、SDGsへの取り組み
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